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第20回全国大会（別府）を終えて 
 
第20回全国大会実行委員会 委員長 
三好 皓一（立命館アジア太平洋大学） 
 
 平成 21 年 11 月 21 日（土）と 22 日（日）に、第 20
回学会全国大会を大分県別府の立命館アジア太平洋大学
で開催いたしました。別府湾を見渡す山の上のキャンパ
スで、約 270 名の参加者を得て無事終了することができ
ました。懇談会も多くの参加者を得て開催できました。
実行委員会一同、心より感謝申し上げます。 
大会報告論文集のご挨拶に書かせていただきましたよ
うに、国際開発では、グローバリゼーションの進展に対
応する一方、地方分権化等の政策遂行の下での開発を行
っていくことが求められています。特に、近年貧困削減
等の開発課題に対する成果の実現が強く求められており、
より広い視点からの、より豊かさを求め生活の向上を希
求する人々の視点からの開発が求められております。こ
のような状況を踏まえると、国際開発の研究は、専門性
とともに学際的な研究を重視し、社会の期待に応えてい
くことが必須です。さらに、国際開発は、研究と実践を
両輪として効果的な開発を行っていくことが不可欠であ
り、そのために従来に比し一層の研究と実践の交流が求
められております。 
今大会では、そのような背景を基に、自由論題セッシ
ョン 18、企画セッション 8、院生セッション 3、ポスタ
ーセッションを設定し、報告とともに議論を行いました。
自由論題では報告トピックを基にセッションを区分し議
論を深められるようにしました。また、今回は国際開発
の議論を深めるために企画セッションを設け、特定のテ
ーマの議論の契機と今後の議論の展開の可能性を求めま
した。 
共通論題シンポジウムでは、「開発研究における知識の
役割を問う」を企画し、春季大会に引き続き開発研究の
あり方を議論しました。また、韓国国際開発協力学会と
の共同セッション（セッション 7）として「Emerging 
Donors: How to Work with Recipients and Traditional 
Donors?」を設定し、振興援助国のあり方を議論しま 
した。 
各セッションでは、報告者からの報告を基に、座長、
コメンテーター、また、フロアを巻き込んだ活発な議論
が見られ、とても実り多い有意義な大会になりました。
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参加者のご協力に感謝いたします。詳細については、各
セクションの座長報告を参照ください。 
なお、大会報告論文集の数に余りがありますので、 参
加できなかった会員の方に大会報告論文集の配布手続き
ができるようにしております。入手ご希望の方は、①送
付先、②冊数、③会員種別を明記の上、実行委員会：
jsid@apu.ac.jp までメールをお送り下さい。正会員の方
は１冊 2000 円、学生会員の方 1000 円でお送りさせてい
ただいております。送料は実行委員会で負担とし、また、
論文集の発送時に請求書をお送りさせていただいており
ます。 
 
第11回春季大会（札幌）のお知らせ 
 
第 11 回春季大会実行委員長 
大崎 満 （北海道大学） 
 
国際開発学会第 11 回春季大会が、本年 6 月 5 日（土）
に北海道大学（北海道札幌市）で開催されます。 
 この大会で研究報告を希望される方は、つぎの応募要
領によりお申し込みください。皆様の積極的なご応募を
お待ちしております。 
1. 申し込み締め切り：2010 年 2 月 25 日（木）、必着 
2. 宛先：jasid11@census.hokudai.ac.jp  
3. 申し込み必要事項（A4、タテ置き、横書き） 
⑴ 報告者の氏名、所属、連絡先（E-mail アドレス、
TEL/FAX）、正会員・学生会員の別 
⑵ 報告題名、キーワード（4 つ程度） 
⑶ 報告要旨（600 字程度。採否の審査資料になるた
め、研究によって明らかにされた内容を簡潔かつ明
確に記載してください。） 
4. 問合せ先 
北海道大学 国際開発学題 11 回春季大会実行委員会 
大崎満（委員長） 
大会実行委員会 
E-mail：jasid11@census.hokudai.ac.jp  
大会 HP.URL： 
http://www.census.hokudai.ac.jp/jasid11.html 
5. 注意事項 
⑴ 報告者の応募 
報告を申し込まれた方には、大会実行委員会より受理
した旨をメールでお知らせします。学生会員の方が申し
込まれる場合は、原則として指導教員の推薦書（様式自
由）を添付してください。 
⑵ 採否の通知 
プログラム委員会が会員資格および「報告要旨」を審
査し、研究報告の採否を決定します。結果は、2010 年 3
月下旬にメールでお知らせいたします。 
⑶ 論文要旨集の原稿提出（予定） 
採択された方には、報告論文要旨集の原稿提出をお願
いしますが、締め切りは 2010 年 4 月末を予定しており
ます。採択決定の通知から 1 ヶ月弱と期間が限られてい
る点をあらかじめご承知ください。報告セッション等は、
決定し次第、ニューズレター、学会ウェブサイト、学会
メーリングリスト等でお知らせします。また、会期中の
保育等の各種サービスについては、大会実行委員会 HP
をご覧ください。 
Submission of paper for “The 11th Spring 
Conference for the Japan Society for International 
Development （Hokkaido University）” 
The 11th Spring Conference will be held on June 
5th （ Saturday ） , 2010 at Hokkaido University 
（N10W5, Sapporo, 060-0810, Japan）. 
Prospective speaker should follow the following 
procedure as stated below. We are expecting to have 
many members participating and also to have vibrant 
discussion. 
1. Deadline for Submission February 25th, 2010 
2.  Destination:  jasid11@census.hokudai.ac.jp  
3. Necessary matters of application 
⑴ Name, Institutional affiliation, Contact Address 
（E-mail, Tel/Fax）, Membership 
⑵ The title for the session, Use about four keywords 
⑶ Abstract under 200 words.  Abstract should be 
short and to the point based on your study findings 
because it will come under our assessment. 
4. Contact:  
Head of JASID 11th Spring Conference 
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Secretariat: Prof. Mitsuru Osaki 
JASID ’10 Spring Conference Secretariat: 
jasid11@census.hokudai.ac.jp 
HP/URL: 
http://www.census.hokudai.ac.jp/jasid11.html 
5. Important reminder: 
⑴ Entry: You will receive e-mail acknowledgement to 
confirm acceptance from JASID ’10 Spring 
Conference Secretariat. If you have a student 
membership, an endorsement letter by your mentor 
is required to be attached with your application. 
Endorsement letter is free format. 
⑵  Announcement of adoption judgment: Program 
Committee will inform all applicants about the 
adoption judgment by the end of March by email.  
The judgment will have been based on reviewing 
abstract. 
⑶  The deadline for the paper submission: All 
adopters should submit paper for conference 
proceedings by the end of April. Please note that 
you have only 1 month to prepare.  Further details 
once decided upon, including session arrangement 
will be on the website, in the news letter, and the 
mailing list along with a note for the presenters. 
Please refer to HP/URL for information about 
various services such as child-care. 
 
『国際開発研究』19巻 2号の 
特集論文を募集 
 
学会誌編集委員会 
鈴木 紀（国立民族学博物館） 
 
「国際開発研究20年の軌跡」論文募集 
趣旨：『国際開発研究』 第 19 巻２号（2010 年 11 月発
行）では、特集「国際開発研究 20 年の軌跡」を予定
しています。過去 20 年間にわたる研究の展開をふま
え、新しい研究課題を展望することを目標にしていま
す。そのため主に若手研究者を対象に以下の要領で論
文を募集します。奮ってご応募ください。 
論文のテーマ：国際開発研究の研究領域（次項参照）に
関連する過去 20 年間の国内外の研究または政策をレ
ビューする論文を募集します。レビューする文献は
1990 年代、2000 年代に発表されたものを中心としま
すが、適宜それ以前のものも参照してください。単な
る文献の紹介ではなく、独創的な視点でレビュー対象
の文献を比較し、それに基づいて今後の課題を提示す
るような論考を求めます。 
研究領域：研究領域は応募者が設定してください。参考
までに、以下の４つの方針を示します。１）～３）は 
本学会員が入会時に申請する研究領域に基づいてい
ます。 
1） 特定学問分野における開発、援助、国際協力などを
テーマとする研究 
    例：法学と開発、文化人類学と開発 
2） 国際開発に関連する研究課題 
    例：ジェンダー研究、NGO 研究 
3） 特定地域における開発、援助、国際協力などをテー
マとする研究 
例：アフリカのガバナンス、ラテンアメリカの社会開発 
4） その他、応募者の関心に基づく独自の領域 
例：参加型開発の展開、日本の経験と援助政策 
応募資格：若手の国際開発学会員。「若手」の意味は概ね、
大学院生、ポストドクター、または研究（実務）歴 20
年（＝大学卒業後 20 年）未満の者とする。 
応募手順： 
1） 2010 年 1 月 31 日までに、①論文題名、②レビュー
予定の文献一覧、③レビューの視点（800 字程度）、
④略歴を journal@jasid.org まで送付してください。
これらの情報をもとに予備審査を行います。 
2） 予備審査の結果は 2010 年３月 31 日までに応募者に
お知らせします。 
3） 予備審査を通った応募者は、2010 年６月 30 日まで
に完成原稿を提出してください。論文の言語、書式、
長さなどは『国際開発研究』の通常の投稿規定と執筆
要綱に準じます。 
4） 提出された原稿を査読し、掲載可となった論文を
2010 年 11 月発行予定の『国際開発研究』19 巻２号
に発表します。 
予備審査と査読：『国際開発研究』編集委員会が担当し
ます。 
－ 4 － 
問い合わせ先：国際開発研究編集委員会
（journal@jasid.org） 
 
20 周年記念事業に関する 
会員への呼びかけ 
 
20周年記念事業特別委員長 
下村 恭民 （法政大学） 
 
 さきの全国大会での会員総会で、20 周年記念事業とし
て、「2010 年全国大会でのイベント」「国際開発学会 20
年記念誌」「若手研究者の国際交流・人材育成支援
（JASID-COE）」「開発研究の方法論の再検討：フィー
ルド調査のあり方を問い直す」をご承認いただきました。
20 周年記念事業特別委員会の全力を挙げて実施に取り
組む所存です。改めて学会員の皆さまのご助言、ご支援、
ご協力をお願いする次第です。 
 「2010 年全国大会でのイベント」の内容については、
全国大会の主催校と協議しつつ、検討を進めたいと考え
ます。「国際開発学会２０年記念誌」については、西川会
長からのお願いのメッセージをご参照ください。「若手研
究者の国際交流・人材育成支援（JASID-COE）」は、若
手会員に対し、途上国若手研究者パートナーとした国際
交流を通じて、トップレベルの研究支援を行い、将来の
本学会および日本の国際開発・協力のリーダーとなる人
材を育てることを目的とするものですが、若手会員の積
極的な参加を切望しています。なお詳細については別掲
の募集要領をご覧ください。「開発研究の方法論の再検
討」については、アンケート調査による学会員の認識・
意見の把握を計画していますので、皆さまのご理解とご
協力をよろしくお願いします。 
 
『20周年記念誌』への協力のお願い 
 
会長 西川 潤  
（早稲田大学） 
 
学会が創立 20 年を迎えるにあたって、「学会の記憶」
をまとめておくべきだとのご意見を多数頂戴しています。
理事会、常任理事会では、西川会長、下村、高橋両副会
長、野田事務局長を編集委員として、記念誌を 2010 年
秋季大会時には出版できるように、編纂にとりかかって
います。内容は「学会 20 年の歩み」「『国際開発研究』
に見る学会の歩み」、歴代役員のインタビューや寄稿、大
会年表、役員リスト、学会賞リスト等を考えています。
創立当初の会員も数少なくなった現在、学会の「来し方」
をふりかえることは、今後の学会の発展を考える上でも
有意義でしょう。 
会員の皆さまもご意見がおありの方は、西川まで
（jnishi@waseda.jp）お寄せくださいますよう、お願い
します。 
 
第 20回全国大会セッション報告 
 
第20回全国大会実行委員会 委員長 
三好 皓一（立命館アジア太平洋大学） 
 
 
 
 
本共通論題は 2009 年度春季大会における「開発」研
究を問い直す」シリーズの第２弾と位置づけられるもの
で、佐藤仁会員が企画したものである。報告者は、高橋
基樹「開発における対話と公共圏」、峯陽一「開発と知識
人」、佐藤仁「開発研究における個別性と普遍性」の３名、
討論者は中村雄祐氏と加藤宏氏という、今日の国際開発
学会を牽引する錚々たるメンバーによるものであった。 
期待にたがわず、会場は満席となり、熱気のこもった
セッションとなった。高橋報告は、近代西欧の開発研究
はモノローグにとどまっており、開発研究が目指すべき
ものは「与える側」と「受け取る側」との間の対話であ
り、与える側と受け取る側の立場が変化しうることを
考えるならば世界大での公共圏の形成は可能であると
論じた。 
峯報告は、知識人の自律性、現場の当事者から生まれ
る「小リーダーたち」への着目、自己と他者の相互変容
を視野に入れた開発の民族誌」の必要性を唱えた。佐藤
報告は、日本の対外経済協力分野で戦後直後に活躍した
大来佐武郎と安芸皓一をとりあげ、「特殊性の把握を通じ
共通論題：「開発研究における知識を問う」 
座長：絵所 秀紀 (法政大学) 
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た普遍化」、「文脈依存的な知」、「身をもって学ぶ」とい
う方法論こそが我が国の開発研究の特殊性であり、かつ
有効な方法論であることを論じるという、きわめてすぐ
れた報告であった。これに対し、中村氏は「普遍志向」
それ自体はそれほど問題ではなく、「中途半端な普遍主
義」こそ克服すべき課題であると論じた。加藤氏は、3
名から提起された議論を「どのように役立てていくのか」
を議論する必要性を強調し、研究者こそ「典型的なモノ
ロギスト」であると糾弾した。フロアーからも多数の声
があがった。 
問題設定が大きいだけに当初から「一義的な答えのな
い問い」であったが、それだけに議論は刺激的であり、
学会活動の活性化に結びつくセッションであった。すぐ
れたエコノミストの批判的な参加があれば、さらに議論
は面白くなったであろうと感じた。 
 
 
 
 
冒頭、座長の恒川惠市会員より、これまで開発の文脈
のなかで「説明されるもの」として扱われてきた「政治」
を「説明するものとして」位置付け直そうという本セッ
ションの意義が提示された。 
続いて近藤久洋会員からは「開発と政治はどのように
関わるのか」と題して「開発と政治」を考えるための全
体像が示された。既往の開発学における政治の位置づけ
のレヴューを踏まえ、開発プロセスは資源配分の再定義
をめぐって利益対立を生み出す可能性の高い政治的なも
のであることが指摘された。結論として、政治学の知見
を重視した「開発政治学」は開発プロセスの理解に貢献
しうるとの主張がなされた。 
次に笹岡雄一会員による「ケニアのマジンボイズム」
では、ケニアにおいて連邦制、広くは地方分権化を表す
「マジンボ」という言葉の使われ方の歴史的変遷が分析
された。多義性をもった「言葉」が、政治的に利用され
る中で歴史的に形成されるプロセスが明らかにされた。 
林ゆり会員による｢内戦終結後の輸出関税政策をめぐ
る政治学｣では、内戦後の国家建設を通じた開発のあり方
が租税の調達という観点から検討された。国民の大半を
占める地方の農民が反政府組織の襲撃や略奪の被害者で
あった場合、暫定政府が輸出関税を負荷し続けることが
政治的に困難になるという仮説がエチオピアとルワンダ
の事例を用いて検討された。 
最後に小林誉明会員による｢地域開発における参加型
予算策定の政治｣では、民主化後のインドネシアにおける
参加型予算計画としてのムスンレンバン・プロセスを事
例として、直接民主的政治参加が既存の議会を通じた意
思決定の機能を阻害する恐れのあることが指摘された。 
これらの各報告に対して会場からは建設的な意見が多
数出された。セッション全体に関わる議論として、「開発
政治」という領域の固有性を主張することにより、かえ
って「開発学」の中での分立化が進むことの是非につい
て、またニーズ・ベースからライツ・ベースへの変化を
どのように捉えるべきかといった論点が提示された。初
日の早朝にも拘わらず 30 名程度の参加者があり、本テ
ーマに対する関心の高さが伺われた。 （恒川惠市） 
 
 
 
 
本セッションでは 20 数名の参加者のもと、下記 4 本
の報告が行われた。4 報告全てに対し、コメンテーター
の吉田和浩会員（広島大学）、小川啓一会員（神戸大学）
から的確かつ示唆に富むコメントがなされた。 
第１報告は、西村幹子会員・山野峰会員（政策研究大
学院大学）による「ケニア初等教育における私立校の台
頭～村と世帯のパネルデータの複合定量分析から～」で
あった。ケニア中西部農村におけるパネルデータを用い、
個人や世帯だけではなく村レベルの学校環境が世帯の学
校選択に及ぼす影響について分析し、学校環境が私立校
への転校や学校選択に少なからず影響を及ぼしているこ
とが報告された。 
第 2 報告、關谷武司会員（関西学院大学）の「中米ホ
ンジュラス共和国初等教育における縦断的就業・追跡調
査～家庭環境と就学状況～」では、長期に渡る入念な追
跡調査のデータをもとに、家庭環境と就学状況の関係が
報告された。長子や末子の就学状況が中間子よりも良い
ことや、一人っ子の就学状況が悪いという興味深い結果
がその背景にある要因とともに示された 
第 3 報告、辻田祐子会員（アジア経済研究所）による
「インド都市部の初等教育格差は解消されるか～デリー
のスラム家計を中心に～」では、農村からデリーへの移
セッション1：（企画）開発と政治 
座長：恒川 惠一（JICA研究所） 
セッション2：基礎教育I 
座長：荒木 美奈子（お茶の水女子大学） 
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住世帯の家計データをもとに報告がなされた。これに対
し、移住世帯の定義についての質問や、スラムの状況に
ついて豊富な情報が提示されているが、議論の焦点をよ
り明確にしていくことが今後の課題として指摘された。 
第 4 報告、山根友美会員（大阪大学・院）による
“Determinants and Impacts of Youth Education: An 
Empirical Analysis using Household Survey Data in 
Timor-Leste”では、東ティモールの家計データに基づき、
若者教育の決定要因とその効果が報告された。これに対
し、サンプルの内容やメソッドの妥当性に関する質問や、
政策提言を行うにあたってはより注意深い配慮が求めら
れるといったコメントが寄せられた。 
 会場からの質問を受ける時間が限られてしまったが、
コメンテーターからの懇切丁寧なコメントにより、報告
者が今後研究を深化させていくにあたり有意義なセッシ
ョンであった。 
 
 
 
 
本セッションでは以下の４発表があった。参加者は約
30 名で、各発表の後に活発な質疑応答がおこなわれた。
セッション全体の共通テーマはないため、各発表の概要
のみ記す。 
1） 「バングラデシュスラム地域における職業別教育
収益率に関する一考察」（東京大学・院、金巻あゆか）
一般的に一次産業が中心の途上国において、教育によ
る生産性向上効果は低いと考えられる。その是非を確
認するために、バングラデシュスラム地域のミクロデ
ータを用いて職業別に教育の所得向上効果を分析した。
その結果教育に所得向上効果が認められたのはこの地
域では少数派の常雇いのみであり、この効果を発揮さ
せる為には常雇いのような高度な教育を要する雇用の
機会を増やす必要があると考えられた。 
2） 「バンコクにおける出稼ぎ性産業従事者のパーソ
ナルネットワークとコミュニティ形成に関する一考察
－タニヤの事例をもとに－」（東洋大学・院、倉田明香）』
タイ・バンコクの日本人専用歓楽街タニヤで働く出稼
ぎ性産業従事者の都市社会におけるパーソナルネット
ワークに着目した調査研究である。短期的な労働、居
住の分散、流動的な人の出入りにより、物理的なコミ
ュニティは形成されにくいが、仲間意識・支え合い・
情報交換等の力は非常に強く、精神的なコミュニティ
は形成されつつあると考えた。また、そのネットワー
クの中には出稼ぎを下支えする構造が見られた。 
3） 「シリア・パレスチナ難民における授業研究会の
可能性と課題」（関西大学・院、今野貴之、岸磨貴子；
関西大学、久保田賢一）関西大学と UNRWA は 2005
年 11 月から、シリア・アラブ共和国のパレスチナ難
民の学校を対象に、学習者中心型教育を推進してきた。
この教育を実践するためには個々の教員の理解だけで
はなく、それを支援する体制が不可欠であると考え、
学校を基盤とした授業研究の可能性と課題について検
討された。会場からは今後の研究の方向性として児童
生徒への学習効果に関する研究について示唆された。 
4） 「国際協力系大学院印西育成の実情と課題－大学院
生からの提言－」（東京大学・院、坂上奈津季、大垣俊
朗、長山悦子）国際協力大学院の人材教育の課題を、
大学院生のアンケートと実務者のインタビューを通し
て分析し、①フィールドワークの教育プログラムでの
位置づけの見直し、②学融合とのバランスを踏まえた
専門性確立の必要性の見直し、③横断的に優先課題を
抽出する問題解決力を養う機会の充足、④実務のマネ
ジメントを体験する場の提供を大学院に提言するとと
もに、院生に学外の機会の活用を促した。 
 
 
 
 
本セッションは「開発と格差」がテーマであり、約 20
名の出席の下で、勝俣誠氏（明治学院大学）と川畑康治
氏（神戸大学）をコメンテーターにして、国際経済や開
発経済（マクロ計量・ミクロ計量）の各種手法に基づく
４つの報告がなされた。 
中野洋一氏（九州国際大学）の第１報告「中国の拡大
する貧富の格差」は、国際経済の視点から、中国の拡大
する人々の貧富の格差について、ジニ係数の動き、『フォ
ーブス』の億万長者リストにある富裕層、貧困線と貧困
層の分析など様々な研究成果を基礎にして、中国の「格
差社会」の実態を明らかにすると共に、「和諧社会」（調
和社会）実現の課題について探っている。 
坂本博氏（国際東アジア研究センター）の第２報告「応
セッション3：院生セッション１ 
座長：鈴木 紀（国立民族学博物館） 
セッション4：開発と格差 
座長：江崎 光男（大分大学） 
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用一般均衡モデルによるインドネシアの所得格差」は、
2005 年のＣＧＥモデルとそれに基づく各種政策シミュ
レーションにより所得格差への影響を考察し、低所得家
計に対する所得移転政策が格差の是正に有効であるが、
一般に、政策で格差をドラスティックに改善させること
は容易でないことを示唆している。 
栗田匡相氏（早稲田大学）の第３報告「農村貧困削減
戦略と人口移動」は、農村の発展戦略とりわけ貧困削減
においてどのような政策が望ましいのかについて、タイ
の県別パネルデータと要因分解アプローチを用いて検証
し、農村貧困削減の鍵は、近隣都市との人口移動ネット
ワーク形成にあり、農村地域が賃金収入を得る機会の多
い多様性ある経済に変化することが重要であることを指
摘する。 
倉田正充・池本幸生氏（東京大学）の第４報告「経済
発展における農家間の所得格差」は、日本における農家
間の所得格差を 1955 年から 2000 年にかけて推計、その
要因分析を試みた結果、農家間格差は 70 年代半ばをピ
ークとする逆Ｕ字型に推移しており、その前半の格差拡
大の要因は農外所得の不平等な分布にあること、この格
差要因はベトナムやインドネシアと同じであるが中国と
は逆であることを確認している。 
上記の各報告について、まず 2 人の討論者からコメン
トがなされ、次に限られた時間内でフロアからコメン
ト・質問を受けた。第 1 報告については西川潤会長から
もコメントがあった。全体として有意義で実り多い質疑
応答・ディスカッションがなされた。 
 
 
 
 
本セッションは、大学院で机を並べる院生会員が、内
発的発展を共通のテーマとして、それぞれの研究報告を
行ったものである。 
 第 1 の報告である「地域開発におけるネットワークの
役割」（中川恵理子会員）は、人的ネットワークの地域開
発に及ぼす役割に加えて、その維持・形成のあり方を論
じた。日本の中山間地等の農村を事例とし、行政機構の
発達と個人のコストとの相関関係がネットワークに与え
る影響の重要性が指摘され、今後の研究課題が示された。 
 第 2 の報告である「内発的発展論は何処へ行くのか」
（川瀬翔平会員ほか）は、内発的発展論が直面している
限界を乗り越えてゆくための必要条件について理論的な
考察を加えた。集合的価値を吟味するプロセスとしての
内発的発展の精神的知的側面を重視すること、そのため
の環境整備の必要性が指摘された。 
 第 3 の報告である「バリ観光開発と内発的発展の相互
作用―動学的視座とその可能性」（菊地由香会員ほか）は、
政府と住民という二項対立に代えて、中央政府、州政府・
知識人、住民という三層構造に注目し、それに基づいて
バリ観光開発の動態的・長期的な発展のあり方を考察す
ることを提案した。 
 第 4 の報告である「政策主導の内発的発展―ケニアの
ユース・グループ活動を事例に」（華井和代会員）は、若
者層の非社会的行動の蔓延を背景にケニアのエンブ人社
会で展開される事業を例として、開発政策と緊張関係に
立つ住民の社会運動とフィードバックが機能するための
条件を検討し、そこにおける援助機関の役割の重要性を
指摘した。 
 各報告とも、独自の研究に基づいて内発的発展を論じ
ることを通じて、現代の開発論の課題を照射しようとす
る意欲にあふれたものであった。会場にはのべ 50 人程
度が参加し、このテーマの権威である西川潤会長を始め
とする参加者の積極的発言もあり、高い水準の、活発な
議論が展開された。ただ、報告論文集用論文提出以降に
かなりの改編をしたために、当初含まれていた興味深い
論点が抜け落ちるなど、若干の問題があったことは惜し
まれる。今後も、このセッションでの各報告のように、
大きな理念的枠組みとの緊張関係に立つ発表と議論がさ
かんに行われてゆくことを期待したい。 
 
 
 
 
本セッションでは 3 本の報告が発表された。最初に眞
子岳会員（東洋大学）による「バングラデシュ村落部に
おける住民の水使用形態とヒ素除去装置の商業化に関す
る研究」の発表が行われた。自然由来の地下水ヒ素汚染
への対応策として、住民レベルで生産可能なヒ素除去装
置の商業化と普及の可能性を考察したものである。現地
調査を踏まえて、使用住民とメーカーの二つの視点から
検討しており、具体的で論理的な提案として評価を受け
セッション5：院生セッションⅡ 
座長：高橋 基樹（神戸大学） 
セッション6：院生セッションIII 
座長兼討論者：下村 恭民（法政大学） 
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た。住民の支払い能力とメーカー側の収益性を勘案した、
より詳細な経済分析が必要との意見が出され、可処分所
得の低い住民が健康被害にさらされたまま取り残される
点への配慮の必要性も指摘された。 
次に、豊田祐輔会員（立命館大学）から、「フィリピン
の農山村における互助慣行の衰退がもたらす信頼への影
響に関する事例研究」が発表された。ルソン島の 3 つの
村落に関する分析を通じて、伝統的互助慣行の衰退が村
民間の信頼の低下を生み、参加型開発を制約する可能性
に関して問題提起があった。興味深いテーマ設定と、伝
統的互助慣行の衰退の度合いの異なる 3 つの村落の比較
分析というアプローチが評価された。同時に、対象住民
の属性の整理についての一層の工夫と、回帰分析のさら
なる掘り下げの必要性が指摘された。 
最後に、ジョセフ・アセンソ会員（大分大学）から「The 
West African Monetary Zone （WAMZ）: A Step in the 
Right Direction?」の発表があった。西アフリカ 5 カ国
による通貨統合の影響度と持続可能性について、体系的
な計量分析に基づき、構成国の景気循環要因として国内
要因が支配的であり、また、地域的統合よりもグローバ
ル市場への統合が進んでいる点が検証された。分析に基
づいて、通貨統合の試みを慎重に進めるべきとの提言が
あった。整合性のある精緻な分析が高く評価された。同
時に、多様な国々の通貨統合を評価するためには、単一
の切り口でなく、より多くの視点に立った総合的考察が
有効との意見が出された。 
各報告者の適切な時間管理を高く評価したい。フロア
から有意義な指摘が出されて、充実したセッションであ
った。参加者は少なかった（延べ 20 名程度）。 
 
 
 
 
 
本セッションは韓国国際開発協力学会（KAIDEC）と
の共同企画として実施された。韓国からは Hee Jin LEE
教授（Yonsei University）、Seok Dong WANG 教授
（Hankuk University of Foreign Studies）を招聘して
行った。日本側の報告者は志賀裕朗会員（JICA 研究所）
であった。 
 最初の報告者である Lee 教授は、“Challenges and 
contributions of Korea’s ODA as an emerging donor: 
An evaluation of KOICA projects in Guatemala”と題
した報告を行った。韓国は 2010 年に OECD の開発援助
委員会への加盟を控えており、それに向けて、DAC 基準
を満たすことが喫緊の課題とされているという。Lee 教
授は、グアテマラに対する KOICA（韓国の国際協力機
構）支援の評価を行った経験から、韓国が他の先進ドナ
ーと協調しつつ、しかも独自の存在感を示すという非常
に困難な問題に直面している、という現状を説明した。
独自性としては、情報通信技術関連支援、農村開発（セ
マウル運動）といった方向性が挙げられた。また Lee 教
授が考える韓国の課題として、タイド比率の低下、他分
野との関連の薄い stand-alone 的なプロジェクトの改善
が挙げられた。 
 第２報告者の Wang 教授は“Korea as an Emerging 
Donor: National ODA Strategy and International 
Contribution”と題する報告を行った。OECD/DAC メン
バーに入るに際し、他の先進国並みの支援をするべきな
のであるが、ODA の対 GNI（国民総所得）比率が現在
は 0.14%で、それを 2015 年に 0.25%に上げることを韓
国政府は約束している。この量的な課題に加え、Wang
教授は、プロジェクトそれぞれの間の関連が薄いこと
（fragmentation; lack of coordination）、援助評価の習
慣が根付いていないこと、を課題として挙げた。 
 第３報告の志賀会員は“How are Emerging Donors 
Different from Traditional Donors?”と題する報告を行
った。中国やインドに代表される「新興ドナー」が、自
国の利益を優先しているといわれている中、その詳細を
検討してみると、新興ドナーと既存のドナーの間には、
それほど大きな差がない、ということが報告の趣旨であ
った。特にカンボジアにおいて、インドや中国の援助は、
（1）執行までの時間が短い、（2）低コスト、（3）ニー
ズへの的確な対応（特にインフラ）、（4）被援助国の事
情に沿っている（customer friendly）、といった点が評
価されていることが指摘された。 
 ３つの報告に対してフロアからの活発な質問があり
（参加者は 40 人弱）、関心の高さが伺われたが、ポイン
トを絞った議論をするだけの時間がなかったことが残念
であった。 
セッション7：Emerging Donors: How to Work with 
Recipients and Traditional Donors? 
座長：山形 辰史 (日本貿易振興機構) 
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「教育と市民社会」セッションは以下の４つの研究発
表が行われ、池田秀雄氏（広島大学）、山口しのぶ氏（東
京工業大学）のコメントの後、45 名のフロアも含めた討
論を行った。 
 「ケニアにおける小学校就学の現実的意味と役割－沿
海部と内陸部の比較－」（澤村信英）はケニアの沿海部と
内陸部にある小学校の調査に基づき、就学の意味づけと
役割について、生徒、教師へのインタビュー結果から分
析した。就学の意味づけには、学校外の教育機会、自然
環境の変化、伝統的慣習が強い影響を与えている可能性
があり、このような主観的意味づけを探ることは非就学
の子供やその保護者に対して、就学を促進するための有
効な情報になり得ることを指摘した。 
 「長期的視座から見る地域住民と学校の関わりと近年
の住民参加型学校運営の影響：エチオピアオロミア州の
事例」（山田肖子）はエチオピアの小学校事例を分析する
ことにより、学校運営委員会が制度化されたことで、教
育指標、住民の参加意識などが向上する傾向にある、も
ともと住民参加の伝統がないところに制度は根付かない、
コミュニティには多面性、多層性がある、行政の分権化
と住民が教育に主体的に関わることは同義ではない、リ
ーダーシップ、住民動員の社会的メカニズムについては
文化・風土に配慮したきめ細かな調査が必要である、こ
となどを明らかにした。 
 「エチオピアにおける現地 NGO の考察－教育セクタ
ーを事例に」（利根川佳子）はエチオピアの教育セクター
の事例を分析することによって、現地 NGO の受益者に
対する方針、受益者の NGO に対する認識、期待を明ら
かにし、現地 NGO の受益者に対するアカウンタビリテ
ィ・メカニズムを明らかにすることを目指した。NGO
の持つポリシーと受益者へのアカウンタビリティの認識
が乖離し、受益者が自分たちのニーズの実現を NGO に
対して期待しておらず、自分たちをプロジェクトのため
の単なる物資、労働力の提供者と認識し、NGO の組織
としてのポリシーと受益者の NGO に対する期待が乖離
している現状などを報告した。 
 「大学における地球市民的実践教育：アクションリサ
ーチの視点から」（藤掛洋子）は報告者の勤務する大学で
実施している地球市民的実践教育の事例を取り上げ、ア
クションリサーチの視点から、学生や教師の意識の変化
を調査分析した結果、大学における地球市民実践教育は
理論的な学びと日常生活における実証的な学び、そして、
ミクロ、メゾ、マクロの事象が空間として認識できる仕
組みを教員側が設定することが成功の鍵の一つであるこ
とを指摘した。 
 これらの研究発表は共通して受益者の参加が重要であ
ることを明らかにした。しかし参加と一口に言っても、
その背景、関わり方、プロセスは一様ではなく、参加が
常に成果を保証するものではないことも指摘された。各
種参加の手法はこれからも拡大すると考えられるところ
から、これらの研究成果は学問的に意味があるだけでは
なく、協力活動の際にも貴重な参考情報となるものと期
待される。 
 
 
 
 
 大会プログラムのうちセッション７「開発と課題設定」
は、道中真紀（一橋大学）及び伊藤高広（大阪大学）会
員の「パレート原理に基づく人間開発ランキング」と栗
田英幸（愛媛大学）及び波多江秀枝（FoF Japan）会員
による「援助・輸出信用機関ガイドラインの現状と課題」
の 2 報告が行われ、これに対し、大学評価・学位授与機
構教授の松井範惇教授並びに JICA 研究員木全洋一郎氏
がコメンテーターとして理論・実態両面より意見表明が
なされ、その後、会場からの質問を受ける形で進められ
た。第一の道中・伊藤報告では、国際援助・協力機関で
幅広く用いられている「人間開発ランキング」（HDR）
がテーマとして取り上げられ、その実用面での工夫とし
てパレート原理を活用した恣意性の排除と誤差の許容に
よる修正の試みが紹介された。理論的にも興味ある試み
であり松井教授はそれを高く評価しつつも、さらなる理
論的な精緻化努力の必要、ランキングそのものの位置づ
けなどに工夫が必要であるとのコメントが加えられた。
一方、栗田・波多江報告は、JICA や JBIC での援助・
輸出信用機関が実際に途上国への援助・支援を行う際に
根拠とすべきガイドライン設定に関して、現状、課題を
実際例に基づいて具体的な報告であった。特に、途上国
現場で活動しているＮＧＯとの対話の必要、途上国政府
セッション8：「教育と市民社会」 
座長：牟田 博光 (東京工業大学) 
セッション9：「開発と課題設定」 
座長：井草 邦雄（立命館アジア太平洋大学） 
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の政治的・恣意的関与に関して援助国側のあるべき姿に
ついてのさらなる対応の必要が提起された。これに関し
ては、主として JICA の木全氏が、援助実施側の立場よ
り援助国・機関の関与の限界、価値観、ステークホルダ
ーの多様な利害関係の存在などについて触れ、理念と現
実の調整の必要が協調された。 
 この二つの報告は、一方は理論的な報告、他方は､実際
面での経済協力の課題とかなり異なったテーマであった
が、セッションとしては国際協力の重要なテーマを融合
的に扱うことができ、その後の活発な質疑、意見交換と
共に国際協力重要課題に関す示唆に富んだ内容を扱うこ
とができた。 
（進行役・立命館アジア太平洋大学 井草邦雄） 
 
 
 
 
 
本セッションは、近年開発経済学の先端分野として進
展の見られるフィールド実験手法を共通テーマに研究報
告が行われると共に、同手法の開発分野における可能性
について議論がなされた。会場には 40 名を超える会員
が参加し、可能性を秘めた新しい研究へ熱い注目の眼差
しが向けられた。 
冒頭、座長の澤田より、 ”Field experiments in 
development economics: an overview”と題する報告が
行われたここでは、本セッションの趣旨及び、フィール
ド実験を用いた近年の研究の見取り図が示された。続い
て、独自のフィールド実験を行った 3 つの報告がなさ
れた。 
第一報告”Does infrastructure construction enhance 
social capital?”（青柳恵太郎他）では、円借款による支
援によって実施されたスリランカの灌漑改修拡張プロジ
ェクトが、人々の協力関係、信頼関係といったソーシャ
ルキャピタルへ与えた影響が厳密に検証された。特に、
これら目に見えない社会関係をフィールド実験によって
可視化し、定量的に把握することが試みられ、灌漑整備
が人々の関係性に有意な正の効果を有している可能性が
示唆された。 
第二報告である、 ”Share Tenancy and Prospect 
Theory: Experiments in Rural Java”（高篠仁奈他）で
は、インドネシアの分益小作を対象に、フィールド実験
を通じて農民行動にかかわるパラメターを計測している。
実証分析からは、従来の期待効用仮説ではうまく説明す
ることのできなかった農民の行動が、プロスペクト理論
で説明できることが鮮やかに示された。 
第三報告 “Why Is the Take-up of Microinsurance So 
Low? Evidence from a Health Insurance Scheme in 
India”（高野久紀他）では、近年大きな注目を集めてい
るインドにおけるマイクロ保険の購入要因を分析してい
る。周到に設計された調査デザイン、及びフィールド実
験により対立する仮説の識別が行われ、人々の行動原理
が明らかにされた。 
こうした報告に対し、フロアー参加者からも大きな関
心が寄せられ、実際にフィールド実験を行う際の課題や、
実験を設計する際の工夫など実践的な事項についての質
問が多くなされた。残念なことに、本学会では今までフ
ィールド実験を行った研究報告は皆無であった。これを
機会に開発分野でのフィールド実験の可能性が建設的に
議論され、日本の研究者が生み出した知見が国際的に発
信されることを期待したい。 
 
 
 
 
 
 
 
本セッションは、それぞれ密接に関連する「開発と財
政」および「援助効果」に関する３件の報告が行われた。 
第１報告の上野宏会員（南山大学）による「モンゴルと
中央アジア移行諸国の公共財政問題の比較」は
PEFA-PFM の分析枠組みに拠り、中央アジア３カ国と
比較しつつモンゴルに特有な公共財政管理の問題はどこ
にあるかを分析したものである。分析の結果として鉱物
資源の輸出に依存する経済の問題として歳入の変動が大
きいこと、機能・プログラム別の予算執行が行われてい
ないことに関連する指標が低いことが指摘されたが、
PEFA-PFM の全項目に対応するデータがそろっていな
いこともあり、モンゴルの財政管理について指摘するの
は時期尚早との結論であった。質疑応答では PEFA－
PFM 指標や分析手法についての質問やコメントが主に
セッション10：（企画）フィールド実験手法の国際
開発研究への応用 
座長：澤田 康幸（東京大学） 
セッション11：財政・地方分権 
座長：林  薫（文教大学）  
コメンテーター：牧野 耕司(JICA)、 
吉田 恒昭（東京大学） 
参加者；約30名 
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行われた。 
第２報告の日野類子会員（神戸大学・院）による「エ
チオピアにおける地方分権化と計画策定プロセス」はエ
チオピアにおいて進められている地方分権化を分析し、
課題として、地方分権で大きな役割を担うワレダ（郡）
レベルの資金、およびキャパシティの不足、トップダウ
ンかつ政権党（EPRDF）による政治的な政策決定プロ
セスが並存していることから生ずるワレダレベルの計画
策定の制約が問題点として指摘された。質疑応答ではエ
チオピアにおける地方分権の、そもそもの内発的な要因
は何か等についての議論が行われた。 
第３報告の高柳彰夫会員（フェリス女学院大学）によ
る「援助効果と市民社会・地方自治体の開発協力」は非
国家アクターである市民社会と地方自治体の視点からこ
れまでの援助効果議論を批判的に検証したものであり、
現在の援助効果等のパリ宣言等が途上国のオーナーシッ
プを語りつつ、それを中央政府に一元化し、市民社会や
地方政府の役割を軽視しているのではないかとの問題的
がされた。昨年のアクラ宣言等を踏まえた上で、途上国
のオーナーシップと援助効果の捕らえ方についての多様
な議論が展開された。 
本セッションは一見、相互に関連が薄いと見られる３
本の報告で構成されたが、財政上の地方へのアレンジメ
ント、計画と財政の整合性の確保など、共通の論点を有
していることが議論を通じて明らかになり、大変意義深
いセッションとなった。 
 
 
 
 
「セッション 12・環境Ⅰ」は約 25 名が出席し、座長
を松岡俊二（早稲田大学）、討論者を宮田春夫（新潟大学）
がつとめ、以下の 4 報告が行われた。 
報告１．青・浅野「東アジア地域における環境協力モデ
ル」では、ヨーロッパ地域およびバルト海地域におけ
る地域環境協力の発展プロセスにおける諸要因やアク
ターとの関係が論じられた。討論では、バルト海環境
レジームは東アジアの環境協力モデルとなりうるのか。
比較可能性（問題・政策・ガバナンス）や経路依存性
をどのように考えたらよいのか。欧州の地域環境制度
と東アジアの地域環境制度との違いについて議論が行
われた。また、バルト海環境レジーム形成における
1970 年代と 1990 年代の違いや EU 統合との関係、対
象となる環境問題、政策協調の条件、ガバナンス・制
度・能力との関係についても議論が行われた。 
報告２．Ranganathan, Umetsu et al., The Impact of 
Climate Change on yield and yield variability and 
oputimum land allocation for major crops in Tamil 
Nadu, India は、インドのタミル・ナド州における温
暖化の農業生産に与える影響が、作物による違いも含
め計量的に示された。討論では、温暖化の影響を農業
部門だけで見ることの妥当性や農業部門における影響
をどのようなフレームワークで評価するのが良いのか
をめぐって議論が行われた。 
報告３．三次「途上国における自然環境保全分野の協力：
企業 CSR と JICA との連携可能性」では、日本の ODA
と民間企業との連携可能性を考える一つの事例として、
ベトナムの植林事業における ODA による調査事業と
日本企業の CSR との連携が報告され、今後の展開に
おいて、両者の目的の違いを踏まえた、情報の共有や
対話が必要であることが示された。討論では、日本企
業における CSR（企業の社会的責任）を、アメリカ型
CSR のコーポレートガバナンス、説明責任、コンプラ
イアンス重視、あるいはヨーロッパ型 CSR の企業市
民の自主的活動による持続可能な社会の形成促進との
関係で、どのように考えるのか、また CDM と CSR、
CDM と ODA との関係について議論が行われた。 
報 告 ４ ． Essam Yassin Mohammed, Measuring 
Benefits of Environmental Quality Improvement: 
the Case of Ping River, Chiang Mai-Thailand は、タ
イのチェンマイにおけるピン川を対象に、河川の浄化
事業に対する住民の支払い容認価格（WTP）を、CVM
手法に基づくアンケート調査により研究したものであ
る。討論では、対象としている河川の環境問題の性格
や、CVM 手法における信頼性と妥当性の検証がどの
ように行われたのかといった点をめぐって議論が行わ
れた。 
 
 
 
 
本セッションは国際開発に貢献するための様々な工学
セッション12：環境Ⅰ 
座長：松岡 俊二（早稲田大学） 
セッション13：（企画）国際開発のためのテクノロジー
企画責任者・座長 高田 潤一（東京工業大学） 
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的アプローチに取り組みに対し，各研究者の個別分野の
工学技術に閉じた議論を発展させ，国際開発の側面に焦
点を当てた議論をする機会として，2006 年の第 17 回全
国大会に続いて企画したものである． 
高田・山口・レオンは，世界文化遺産であるラオス・
ルアンパバーンにおける地理情報システム（GIS）の構築
に関して報告した．観光開発が進み街並みが大きく変わ
る中，その経時変化を記録・分析するための GIS 構築に
際して，途上国固有の難しさに焦点が当てられた。参加
者より観光産業に対する経済分析の必要性が指摘された． 
ピパットポンサーらは，スーパーコンピュータを用い
たタイにおける津波被害予測データベースの構築に関し
て報告した．2005 年に発生した大災害を教訓として，日
タイ共同研究によりスーパーコンピュータを用いて構築
したデータベースが構築され，さらにこのデータベース
を用いた警報システムを構築した様子が報告された． 
高橋・野村・佐藤は溶接技術に関するISO国際規格の
問題点とアジア産業界への影響に関する考察を報告した．
ISOの投票権の分布と産業規模の分布の対比，米国の
ISO不参加などから，標準化が欧州中心でありアジア発
の技術を締め出そうとしている現状が報告され，標準化作
業における日本の取り組みなどについて議論がなされた． 
根岸・石橋・山下は，WikiPedia に代表される集合知
を活用し，途上国の現地語に翻訳する支援を行うツール
である半機械翻訳情報提供システムについて報告した．
XMLを用いたADAMと呼ばれる記述言語と文書作成支
援ツールが提案され，中国語翻訳のデモが行われた．実
用性の観点からの文書作成の所要時間や手間に関して意
見が出された． 
コメンテータを置かず，参加者も 10～20 名程度と比
較的少人数であったが，非常に活発な議論が行われた． 
 
 
 
 
本セッション「教育」では３課題の報告があった。正
楽藍会員の「東南アジア諸国における教育の地方分権化-
学校教育へのコミュニティ参加に関する比較研究-」、小
野寺純子会員、山口しのぶ会員及び矢野智子会員「教育
改革と学校長のスキルデヴェロップメントの重要性：モ
ンゴル初等中等教育におけるアセスメント調査より」、内
海成治会員の「北部ウガンダにおける戦争の影響を受け
た子どもたちに対する教育支援」の 3 報告である。討論
者は澤村信英会員（大阪大学）と西村幹子会員である。
正楽会員の課題はカンボジア、タイ、ラオスにおける地
域住民からみる地方分権化の 3 カ国比較研究である。比
較研究方法について、及び地方分権化は各国政府が自主
的に行ったものかあるいは外部からの指導によるものか
との質問があり、正楽会員は政府側・地域住民のインタ
ビュー調査を主な方法とすること、地方分権化は外部、
特に世界銀行からの指導によるものだとの回答した。ま
た、地方分権化（自由裁量権）と就学率はほとんど相関
がないことが従来から指摘されるなか、途上国の教育の
地方分権を研究課題とする意義についてコメントがあっ
た。小野寺会員・矢野会員は学校長研修ニーズアセスメ
ント調査に関する研究であり、コメンテーターからはデ
ータの統計処理（スケールは 5 以上でないとならない）、
及び属性と関連付けた統計分析が必要との指摘があった。
また、広範囲にわたる調査であるので、少なくとも農村・
都市のニーズの違いなどを把握する必要があるとの指摘
があった。内海会員は北部ウガンダでの戦争に影響を受
けた子どもに関する研究報告である。内海会員は研究者
の役割として、このような子どもが存在することを知ら
せることの重要性を強調した。コメンテーターから、（地
域）社会の受入れの難しさと心理的ケアの必要な子ども
のための学校が必要であるとの指摘があった。3 報告で
あったが、時間が足らなくなるほど、約 25 名の参加者
から多くの質問、コメントがあり、活発な討議がされた。 
 
 
 
 
 
 
 本セッションでは約 20 名の参加があり、理論的考察
から実践的課題にいたる幅広い議論が行われた。 
 吉井美知子報告「ベトナムにおける NGO の三類型」
では、外部援助機関がその目的や政治的状況により、ど
のような現地 NGO と協働すべきか、具体的な提案が述
べられた。これに対し、公共サービスの「社会化」や社
会体制変化の兆しなどの現代的文脈をどう捉えるか、ま
たパートナーシップによって何が獲得されうるか（野田
セッション14：教育 
座長：佐藤 真理子（筑波大学） 
セッション15：NGO・ガバナンス 
座 長：穂坂 光彦（日本福祉大学） 
討論者：磯田 厚子（女子栄養大学) 
野田 真里（中部大学) 
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会員）、「見えない NGO」に外部からどう接触しうるか、
外部との協働によって市民社会を流動化させうるか（磯
田会員）といった論点が提起された。会場からは、対象
としているストリートチルドレン問題は政府の政策アジ
ェンダに含まれているか、NGO 認知への法制化の背景
は何か、などの質問があった。 
 柏崎梢報告はバンコクを事例に「インフォーマル居住
地開発における協働プロセスの展開」を考察するもので
あり、2008 年成立のコミュニティ組織評議会法に焦点を
当てて、行政・住民パートナーシップの課題が、歴史的
な整理と地区観察を踏まえて述べられた。討論者からは、
より分析的な枠組みの下に、フォーマル化の認知をめぐ
る権力構造、住民組織内部の権力関係にも注目する必要
が指摘された。 
 谷村光浩報告は副題「パラレル居住対応の量子都市ガ
バナンス論の構築に向けて」に示されるように、非ニュ
ートン物理学が与えるイメージからの類推を基に、多地
点での居住状態が併存する社会を新たな人間居住と理解
する試論であった。討論者からは、この視点が、難民、
海外で働く援助ワーカー、下宿する学生等々、自己の居
住が空間的に複合している実態を捉える汎用性の高い枠
組みとなる可能性が示唆された。 
 総じて、ガバナンス論が十分に深められたとはいえな
いが、前日の共通論題を受け「開発における知のあり方」
を問う豊かなセッションとなった。すなわち、実践から
洞察された具体的な提案（吉井報告）、現場に随伴しつつ
一定の視点からの分析の提供（柏崎報告）、（開発領域に
還元する十分な展開が今後に残されているとはいえ）斬
新な視角の提起（谷村報告）といった多様な知の立場を
実感させるものであった。 
 
 
 
 
セッション 16「日本の経験」は、約 50 名の参加者を
得てプログラム通りに実施された。座長は水野正己（日
本大学）が、コメンテータは吉田栄一（アジア経済研究
所）ならびに三次啓都（JICA）の両氏がそれぞれ務めた。 
第１報告の佐藤峰（JICA）「「生活改善アプローチ」の
明確化：国際協力における概念共有促進を考える」は、
本学会の生活改善研究部会の研究成果の一部である。同
報告では、「生活改善アプローチ」について、開発関係者
間における共通認識の醸成が不可欠との立場から、その
技術協力プロジェクト化のために求められる概念共有化
の諸課題、ならびにそれらを克服するための諸条件を提
示した。第２報告の黒川清登（JICA）、鹿野和子（JICA）
「Regional development by Local to Local linkage via 
Michinoeki and OVOP-A Comparative study among 
Vietnam, Thailand and Japan-」は、日本、タイ、ベト
ナムにおける一村一品運動および道の駅の取り組みを比
較分析し、日本起源の地域振興アプローチが果たす内発
的発展性の意義を指摘するとともに、その支援策のあり
方に言及した。共同報告に立った鹿野は、厳しい社会経
済環境に置かれてきたアジア農村女性にとって、道の駅
を通じてもたらされた社会経済活動への参加の機会がい
かに大きなものであるかを強調した。第３報告の Naomi 
Stenning（立命大アジア太平洋大・院）「Community 
Capacity and Rural Development Learning from 
Oyama-machi in Japan」は、大分県大山町の地域振興
の教訓と、それを活用した大学=JICA 連携による地域開
発研修事業の意義を提示した。第４報告のメテリョー
ワ・ナターリア（名大／コマツ）「日本の「ものづくり」
企業の海外直接投資による間接的効果について：コマツ
による中国への直接投資のケース」は、日本企業による
中国山東省での FDI の事例に基づいて、企業進出に伴う
間接的・派生的効果（社員教育、現地化率向上など）の
発現を検証した。以上の報告に対して、各個別に、分析
資料の吟味、分析課題の適切性、結論の精査に関わるコ
メントを得て、質疑応答がそれぞれ行われた。本セッシ
ョンの全体を通じて、開発研究に関わる「日本の経験」
の内容の豊かさが確認され、本学会のいずれの大会にお
いても関連セッションが設けられる必要があることを確
認し、閉会した。 
 
 
 
 
 
開発の営みが「開発する側」と「される側」の不平等
な関係性の下で進められがちであったという問題意識に
立って、その解決の糸口を探ろうとしたセッションであ
る。真崎報告では、ブータンにおける地方分権化がその
セッション16：「日本の経験」 
座長：水野 正己（日本大学） 
セッション 17：開発を民主化する－「人びとによる
人びとのための開発」の実現に向けて 
座長：真崎 克彦   討論者：斎藤 文彦 
－ 14 － 
目論み通りに開発の便益を草の根に行き渡らせる一方で、
（有力者も含めた）個人の過度の自由を助長しかねない
という両義性が論じられた。武貞報告では、スリランカ
や日本のダム建設の事例を通して、補償・再定住計画の
策定に際して、住民参加の手続きを抜かりなく進めるだ
けでは、必ずしも当事者の自己決定が実現されないこと
が指摘された。白石報告では、ウガンダにおける参加型
貧困調査で、いかに調査者が複雑な社会階層から目をそ
らしてしまったのか、また、いかに調査結果が住民の情
報操作に左右されたのかが説明された。西報告では、開
発事業が民主的に運営されるには、エチオピアの草の根
組織による学校建設に見られるような、住民どうしの忍
耐強い対話プロセスが鍵を握ることが示された。 
最後の総合討論では、討論者による問題提起を皮切り
に、来場者も交えて自由闊達な意見交換が行われた。主
な論点は以下の通りである。⑴「民主化」のあり方は多
様であり、研究者はどういう立場からそれを論じるのか
を明示すべきではないのか？ ⑵ 開発は国際政治や世界
経済などの大きな社会動向にも左右されるが、はたして
開発事業だけに焦点を当ててその「民主化」を論じ切れ
るのか？ ⑶ 発表内容を開発協力の実務に活かそうとし
ても、現行制度では実現性に乏しいのではないのか？ 
 討論者の斎藤文彦さんは大会前にわざわざ報告者にコ
メントを送って下さったが、この場を借りてそのご厚情
に御礼申し上げたい。事前に意見交換をしておいたこと
で、発表当日は実り多い質疑応答を行うことができ、各
報告者の今後の調査研究にも大いに参考になった。当セ
ッションには常時40名前後の方が参加して下さったが、
お越しいただいた方々も同じように感じて下さったなら
本望である。 
 
 
 
 
第 18 セッション（環境ＩＩ）は、十名を超える参加
者を得て開催され、国立女性教育会館の廣瀬純一氏、東
洋大学の其其格氏、立命館アジア太平洋大学の塚田俊三
氏の 3 氏から発表が行われ、これに対し法政大学の藤倉
良先生、佐藤仁先生の両先生からのコメントがあった。
先ず、廣瀬純一氏から持続可能な環境経営と観光資源に
ついてパラオの観光保護区ネットワーク事例に即した報
告がなされた。口頭報告は、パラオの社会経済全般に関
する背景説明もあり、分かり易いものであったが、本研
究が、何を観光に関し何を目的としておこなわれている
のか、いまひとつ明確でないとの指摘があった。 
 次に、其其格氏から中国内モンゴルにおける農業環境
問題の要因分析に関する研究発表が行われたが、要因と
結果とが、短絡的結びつけられているきらいがあり、も
う少し突っ込んだ分析をする必要があるとの指摘があっ
た。最後に、塚田俊三氏から民生志向型の国内排出量取
引制度導入に関し 杵築市の事例に即した発表があった。
これに対し、民生部門に対してはキャップは嵌め難いの
ではないかとのコメントがあったが、これに対しては、
発表者から、ここで提案している国内クレディトの活用
は、民生部門にキャップを嵌めることを前提とせず、削
減義務が生ずるのは、国内クレディトの購入先である、
自主行動計画参加の大企業のみであるとの説明があった。 
 本セッションは、いずれの発表も具体的事例に即した
ものであったこともあり、総じて活発な質疑が行われ、
発表者にとっても、また、参加者にとっても、有意義な
セッションとなった。 
 
 
 
 
 
 
本セッションには、25-6 名が参加し、テクニカルなも
のから研究の発展まで多岐にわたる議論が行われた。最
初の森・山形報告では、社会モデルによる障害調査とし
て、方法、知見の両面でマイルストーン的な研究という
評価があった他、今後の農村での調査への期待が議論と
して述べられた。続く、東方報告については、既存の政
府統計データ（個票レベルまでさかのぼり）を駆使して、
何をどこまで分析できるかという極めてチャレンジング
で緊張感に満ちた研究という評価があり、教育水準等さ
らに掘り下げた質的な分析への期待も述べられた。最後
の野崎報告に対しては、新鮮で興味深い事例報告である
とし、メインストリーミングに対応する CBR 評価の重
点の置き方や CBR における「社会モデル」の中でなさ
れる具体的な実践・介入としての「医療的行為」の正当
な評価などが課題であるとの指摘が討論者からなされた。 
セッション18：環境Ⅱ 
座長：塚田 俊三（立命館アジア太平洋大学） 
セッション 19：障害者の生計と新たな CBR 評価モデ
ル－障害者権利条約の新時代を迎えて 
座 長：青山 温子（名古屋大学） 
討論者：穂坂 光彦（日本福祉大学） 
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 引き続いて全体についての議論が行われた。国や文化
によって異なる障害の定義の問題は特に途上国では大き
いことについての問題提起や、障害者の所得を個人で見
ることの意義と家計で見ることの意義、各国での障害児
教育制度の充実度の違いも重要な変数として考慮すべき
であることが障害者の生計についての研究について議論
された。また CBR の議論についても、障害当事者団体
の発達でもモビリティの障害とコミュニケーションの障
害を区別して考えていく必要もあることなど、具体的で
示唆に富む議論が時間制限ぎりぎりまで行われた。特に
開発事業の中で障害をメインストリーミングすることの
意義、開発研究における『障害と開発』分野における課
題や目指すべき議論の方向など、どの参加者にとっても
学ぶところの多いセッションとなったのではないかと思
われる。             （文責：森壮也） 
 
 
 
 
本セッションは藤掛洋子さん、黒田一雄さんをコメン
テイターとして 4 つの発表が行われた。偶然だが、発表
者はいずれも広島大学の関係者であり、会場には 20 名
の会員が集い、質問も活発に行われた。 
最初の発表者は、内田豊海会員で論題は「ザンビア基
礎教育学校における計算能力の診断的評価法―生活的概
念と科学的概念の乖離の原因に注目して」である。本研
究はザンビアの基礎学校（7 年生まで）における児童の
計算能力、特に文章題の問題解決過程を回答を分析した
ものである。文章題の解決には計算能力以前に文章の理
解と生活場面での経験の二つの道筋があると想定してい
る。内田さんはこの研究を民族数学分野のものと位置づ
けているが、かならずしも民族数学を持ち出さなくても、
問題解決にいたる認知過程の課題とすることも可能では
ないかと思われる。 
2 題目は松永彩会員の「教授・学習における教科書の
役割についての新しい観点―ケニア初等数学教科書分析
への適用」である。教科書が教師および子どもに学習内
容と学習方法を伝達する機能に着目し、この伝達性をケ
ニアの初等数学教科書に適用して分析したものである。
開発途上国の教科書研究は重要なテーマであるが、教科
書のどの部分が伝達機能を表すのかという分析枠組みの
明確化やケニアにおける教科書の作成や教室場面で教科
書がどう使われているかを含めて検討する必要があるの
ではないかとの意見があった。 
３題目は渋谷渚会員の「ザンビアの初等数学カリキュ
ラムと教科書の「関連に関する一考察」である。カリキ
ュラムにおける学習目標をブルーナーのＥＩＳ原理（活
動的表象、映像的表象、記号的表象）と４つの分析組み
（数学的知識や技能、コミュニケ―ション能力、問題解
決、現実生活との繋がり）がどのような割合で出現する
かを分析して、カリキュラムにおける教育目標と教科書
の内容との対応を検討しようとするものである。そこか
らカリキュラムに意図されたものと実施されたカリキュ
ラム（教科書の内容）の繋がりを検討し、さらに課題と
して達成されたカリキュラム（生徒の学習達成）を見る
ことを課題とした研究である。多分生徒の学習達成度と
カリキュラムの双方の接点としての教科書分析で重要な
課題ではあるが、やはり授業実践のなかで論ずる必要が
あるのではなかろうか。 
最後は岡村美由規会員の「中南米地域の教育改革にお
ける教師の『専門性』の捉え方の一考察：ボリビアの例」
である。教師の専門性に関してボリビアにおける教育改
革において意図されているものと教師の意識の違いを分
析したものである。教育改革の意図が教師指導書の開発
の遅れや教員研修が不十分なことからそこには大きな乖
離があり、教師は政府の教育改革に不満を持ち、教員組
合を通した改革への反対運動に繋がっていると分析して
いる。 
開発途上国の教育分野への関心は高く本セッションで
も意欲的な研究が発表された。しかし、今後の課題とし
ては途上国の教育研究と開発研究とをどのように繋げて
行くかという点であろう。開発研究と途上国の教育研究
には一定の距離があり、そこをどの様な視点で埋めて行
くのかを検討する必要があると感じた次第である。 
 
 
 
 
 
① 各報告の主な論点や討議の争点を含むセッションの
主要な議論。 
 発表１では斎藤文彦会員が開発学におけるサステナビ
セッション20：基礎教育Ⅱ  
座長：内海 成治（お茶の水女子大学） 
セッション21：開発とサステナビリティ 
座長 宇田川 拓雄（北海道教育大学） 
佐藤 寛（日本貿易振興機構） 
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リティの概念と論点整理の報告を行い、我々は主に開発
援助プロジェクトのサステナビリティについて考察して
いることが確認された。 
 発表２では佐野麻由子会員が制度論との関係でサステ
ナビリティの問題を JICA 撤退後、年数がたった地域で
のフィールドワークをもとに考察し、サステナビリティ
を「制度の定着」の視点で論じた。 
 発表３では浜本篤史会員がダム事業研究を元に地域社
会学・環境社会学の視点でサステナビリティの問題を論
じた。負のインパクトとプロジェクトにとって付随的で
ある地域社会への影響をサステナビリティの観点で分析
し、幅広い社会的影響への配慮を行うことを主張した。 
 発表４では佐藤寛会員は ODA 農村開発プロジェクト
で開発されるモデルは逸脱、修正、変形されるから、サ
ステナビリティをオリジナルのモデルの持続性と同一視
すべきではないことを指摘した。 
 討論者の鈴木紀会員は発表を project による
development と after-project の development の２つに
モデル化し、プロジェクト後の中ー長期にわたる地域社
会への正負のインパクトやあるいは逸脱・歪曲された
development を測定、予測するための社会調査の必要性
を論じた。 
② セッションに参加した聴衆の概数、雰囲気など。 
 約 70 名が参加。本報告は社会学の視点から理論と実
践の接合を重視したものであったため、理論に関する質
問やマクロな視点からの質問が多く行われた。 
（注）本報告は科研費「開発援助プロジェクト評価のた
めの社会調査手法に関する社会学的研究」（2009～11 年
度、宇田川拓雄）による研究成果に基づくものである。 
 
 
 
 
本セッションでは４つの報告が予定されたが、西手満
昭会員の報告「韓国の経済発展と OECD 加盟にいたる
経緯」はやむを得ない事情により残念ながらキャンセル
となった。 
第1報告、Kayo NAKAZAWA 会員の「The applicability 
of Regional Economic Development from the Borders 
of Mozambique to Borders of Angola（副題省略）」は、
平和構築後のアンゴラの経済発展にモザンビークのマプ
ト回廊の開発経験が役に立つという主張であった。これ
に対し、コメンテーターの中川利香会員から、重要な課
題を扱っているが、結論に至るには更に多様な側面から
の検討が必要であろうとの指摘があった。第2報告、
Souksavanh VIXATHEP 会 員 お よ び Nobuaki 
MATSUNAGA 会 員 の 「 Technical Efficiency in 
Vietnam’s Non-State Garment Firms（副題省略）」は
ベトナムの衣服産業の生産効率を従来の確率的フロンテ
ィア生産関数および包絡線分析法によって計測し、ほぼ
同様の結果を得た上で、生産効率の決定因につて計量的
な分析を行っている。生産（非）効率の計測は厳密に行
われているので、中川会員からのコメントは、効率の決
定因としてまだ考慮するべき要因があるのではないかと
いう点を中心に行われた。第3報告は、亀山嘉大会員の
「脱工業都市と産官学連携の空間的広がり－日韓の工業
都市の事例から－」で、北九州地域および韓国の始華地
域のICT企業へのアンケート調査により、企業の発注、
受注、情報交換、プロジェクト、連携事業などの活動の
相手企業（機関）が地域的にまた業種的にどのような広
がりを見せているかを明らかにしたもので、日韓の差異
も顕著であった。この報告に対しては、コメンテーター
の山下彰一会員から、コメントと言うよりはOpen 
innovationと言う概念による最新の産業クラスター理論
の観点からのこの研究の解釈と位置づけがなされ、理解
が深まった。 
 会場は約 40 名の会員の参加を得て、最初の 2 報告は
報告もコメントも英語というまさに外形的には国際標準
のセッションとなった。また、現地経験、計量的実証研
究、アンケート調査など多様なアプローチによる報告が
なされたが、時間の制約で必ずしもフロアからの討論に
十分な時間を割くことができなかった。座長として感じ
たことは、報告要旨には 4 ページという制限あがるが、
フルペーパーが準備できた段階での報告の方が、的確な
コメントが得られるし、議論も一層実りあるものとなる
のではないかと言うことである。 
 
 
 
 
第１の報告は浅野英一会員（摂南大学）による「アフ
リカの道路維持管理技術者育成と問題対処能力向上の分
セッション22：経済・工業開発 
座長：長田 博（名古屋大学） 
セッション23：人材・職業 
座長：斉藤 千宏（日本福祉大学） 
－ 17 － 
析」であった。報告者自身が関与しているＪＩＣＡ大阪
の「アフリカ地域道路維持管理コース集団研修」を通し
て、道路の維持管理技術者はどの部分に弱点を抱えてい
るかを分析したものである。同技術者は路床土、土往路
に作用する交通過重、舗装構造の 3 要素間のバランスと
経済効果に対する高い知識が求められるが、研修参加者
は舗装構造、とりわけアスファルトの材料試験技術と経
験に関して弱い点が明らかになったと報告した。 
2 番目は秋谷公博会員（東洋大学）による「コミュニ
ティネットワークを通した野宿者の自立型開発に関する
一考察」と題する報告であった。近年タイではＮＧＯの
支援によってできた野宿者によるネットワーク組織に政
府、ＮＧＯ等のアクターが参加して、居住地の確保、住
宅の取得等さまざまな取り組みがなされている。長年実
施してきたフィールドワークにもとづいて 4 つの事例を
検討しながら、当事者の自立的開発努力に向けた上記ネ
ットワーク組織の有効性を明らかにした。 
3 番目は Jeffrey Morrow 院生会員（熊本学園大学）が
「Generating Employment and Income Opportunities 
through English: The Case of Tourist Industry in 
Siem Reap, Cambodia」と題する報告をした。アジアで
有数の観光地となったシェムリアップ（カンボジア）で、
観光業で就労している人の収入と英語力との関連性調査
の分析についての報告であった。 
最後の報告は Keiichi Ogawa 会員（神戸大学）によ
る「Higher Education in Egypt : Towards Knowledge 
Economy based on Science and Technology」であった。
エジプト国の大学院教育・研究（具体的にはカイロ大学）
が先端知識型へと発展していくために、どのような国際
協力（とりわけ日本の大学による）が有効かについての
研究にもとづく報告であった。 
 上記の報告に対して、コメンテーターの山田肖子会員
（名古屋大学）および黒川清登会員（JICA）から的確な
コメントがなされた。 
 
 
 
 
標記セッションは、西村美彦会員（琉球大学）と勝間
靖会員（早稲田大学）をコメンテーターとして迎え、50
名ほどの参加者をえて、開催された。 
１. 「開発におけるネットワーク活動の成果、進化と課
題」の報告（林薫会員）に対して、コメンテータから、
GDNの10年の流れについては分かりやすい説明であ
り、調査研究と政策形成の橋渡しはまだ達成できてい
ないという報告は参考になるとの評価があった。しか
し、各種ネットワークと比較したうえでの GDN の位
置づけを示した表に、できれば根拠となるデータの提
示や、より客観的論拠があるとさらによい。また、情
報や知識の共有について、中央集権的な「ハブ・スポ
ーク」型は時代遅れという発表者の診断との関係で、
新たなネットワークへ向けて GDN がいかなる対応が
可能かの分析が今後望まれるというものであった。 
２.「グローバル・ベーシック・インカム論争と開発学」
（岡野内正会員）では、やや厳しめのしかし的確かつ
生産的なコメントと質問がなされた。例えば、既存の
議論の紹介にとどまり、報告者独自の分析や議論が希
薄である、こうしたベーシック・インカム論の現在の
開発論における位置づけ、意義への言及が不足してお
り、すでに一部実施されている国際連帯税との関係が
不明、そもそも、先進国が ODA について対 GNI 比
0.7％さえ達成できていないなか、世界のすべての人に
最低所得を保障するという議論がどれだけ現実味があ
るのかなど、実現可能性についても踏み込も今後の課
題として提案された。 
３. South-South and Triangular Cooperation: A  
Study of Current Practice（三輪徳子会員）では、そ
の現状が、政策制度の枠組み、比較優位、費用効果、
需要主導アプローチ、持続性など種々の観点からの発
表がなされた。コメントは、発表は興味深いものの、
UNDP の委託を受けた調査の中間報告ということも
あるが、望むらくは、データがさらに示され、より根
拠に基づいた議論が今後期待されるというものであっ
た。 
４. 「途上国における学術論文生産に関する分析：国際
共著関係を中心として」（加藤真紀会員）では、既存の
データを丹念に収集し、報告者自身による分析を加え
た、手堅い研究報告との評価が聞かれた。さらに、デ
スカッシオンでは、国の人口と論文数との関係、政治
状態、頭脳流出と学術上の生産性の関係などに質問が
続き、その面でのデータ収集の必要があるのではなど、
短い時間ながら活発な意見交換が行われた。 
セッション24：開発と知識の共有化 
座長：内田 康雄 (立命館アジア太平洋大学) 
－ 18 － 
 
 
 
標記セッションは、討論者に法政大学の藤倉教授及び
大分県の中学教諭小川氏を迎え、約 30 名のフロア参加
者を得て行われた。 
三牧報告は、JICA が進めている市民参加型国際協力
事業について、その経験の整理・体系化が求められてい
るとし、①アクターの種類や関係、地域の特性などによ
る整理が可能ではないか、また②そこでの経験は開発学
での重要な論点に照らして興味深い素材を提供している
のではないかと述べて議論の枠組みを示した。 
続く川崎・池田報告は開発教育の、また島野・前納報
告は主として市民団体との連携の事例を、それぞれ紹介
した。加瀬報告はこれら事例の比較をもとに、地域に根
ざした国際協力活動の発展要因を整理し、①地元市民の
個別の発意を媒介者（例：国際協力推進員）が JICA な
どに媒介して発展、②地域の指導者のリーダーシップが
大きく与って発展、及び③団体が相互に連携することに
よって発展、という 3 類型を示した。また、共通的な成
功要因は、国際協力活動と地域のもつニーズ・関心とが
結び付くことにあるとし、「グローカルな視点をもつ市民
の存在が国内外の問題解決に寄与しうる」と結んだ。 
その後の討論では、市民参加事業を学問的営為の対象に
するには失敗例を含めた偏りのない分析が必要、開発教
育は重要だが教員側の意図に反した結果を生む可能性は
ないか、市民参加事業とキャパシティ・ディベロップメ
ントとの間に多くの共通性がある、等々のコメントや問
いかけがなされた。小川討論者からは開発教育の実践者
としての豊富な経験が語られた。 
最後に、藤倉討論者から「実務者と研究者との対話と
交流は国際開発学会の趣旨の一つであったが、学会設立
から時を経てそのような試みが希薄化している。また、
国際協力の国内的意義を探る試みは殆どなされてこなか
った。その意味で、国内で実施される実務に基づくこの
ような企画セッションは画期的であり有意義」とのコメ
ントがあった。 
 
 
 
 
 
 
 
健康・保健部門では、４演題が発表された。 
最初の 2 演題は保健情報についての発表とまとめられ
る。まず、世銀、WHO の統計報告を基に、HDI として
の HIV 感染率と喫煙率について中央アジアの課題を論
じ、今後、その対策として重要な情報拡散には、ICT が
効果的ではないかとの大谷順子（大阪大学）・大杉卓三（九
州大学）両氏発表は、情報が多くない地域であり、現地
訪問時の観察もあったが、報告書レビューであることと
主題が分散し、やや消化不良の感を否めなかった。一転、
村井伸介氏（東北大学）と現地関係者による保健情報の
信頼性の評価は、フィリッピンパラワン州の 14 市 132
名のヘルスワーカーについて、登録すべき保健情報、指
標の定義の理解、インプット操作などを調査、途上国に
ありがちな保健情報の信頼性の分析である。現地側関与
から、ある程度のフィードバックは可能だが、地方分権
が進行する途上国の人材育成なども含めた経費や責任な
どを含めた普遍的な提言を期待したい。 
後半の 1 は、樋口倫代氏（名古屋大学）らによる、最
近、世界的に問題視されている慢性疾患に対する標準的
取り組みに対する包括的研究としてのベトナム、フィリ
ッピンでの糖尿病についての現地調査の一端の発表であ
った。情報や、特に薬剤などの補給については、感染症
とはことなる国際対応が重要であり、今後の経済的負担
を考えれば、標準化された基本的予防的対策と治療体制
は長期的に必須となることが示唆された。他の慢性疾患
についても応用可能な興味深い研究であった。最後は、
五十嵐堅治氏（東洋大学）らによる、安全な飲み水確保
のための井戸掘削後、十数年以上を経て生じている砒素
汚染問題を、かつて同様の事態を経験したバングラデシ
ュの経過からカンボジアにむけて考察し、現地調査した
発表であった。短期的な微生物による飲用水汚染対策に
比し、長期的な化学物質の汚染は、ある種、地味な災害
でもあり、どのような介入が可能か、今後の進展を期待
したい。 
セッションは最後であり、参加者は 20 名弱（最後は
10 名）であったが、コメンテーター青山温子（名古屋大
学）、杉田映理（東洋大学）両氏を含め、活発な討論が行
われた。 
セッション25：国際協力は日本の文化になるのか 
座長：加藤 宏（JICA研究所） 
セッション26：保健・医療 
座長：喜多 悦子（日本赤十字九州国際看護大学）
－ 19 － 
 
 
 
本セッションは４つの報告があった。コメンテーター
は笹岡雄一氏と塚田俊三氏であった。Than Than Aung
「平和と地域開発―ミャンマ ・ータイ国境地の事例」は、
ミャンマーのタイ国境地をとりあげた報告であった。国
境貿易、農業および工業の開発、出稼ぎ等に関して論じ
たが、研究報告とするには「焦点が定まっていない」（笹
岡氏）概論にとどまった。吉田栄一「フェアトレードを
通した地域支援をめぐる諸問題―マラウイの紅茶農園の
事例を中心に」は、マラウイの大規模紅茶プランテーシ
ョンで導入された「フェアトレード紅茶」によって得ら
れたプレミアム基金が地域社会開発に還元されているが、
従来実施されてきた CSR と比較すると「新たな地域支
援効果をもたらしたとは考えにくい」と結論した報告で
あった。塚田氏は、フェアトレード企業と非フェアトレ
ード企業との比較分析が必要であると指摘した。笠原龍
二「開発援助と企業の役割：CSR と BOP」は、CSR と
BOP そして開発援助の３つを比較した概念整理をした
上で、それぞれの役割があることを強調した。島田めぐ
み「Tamil Nadu 州農村における社会関係資本の変容―
マイクロファイナンス活動を事例として」はインド・タ
ミルナドウ州のある農村で実施されているマイクロファ
イナンス（SHG―銀行連結プログラム）を対象としたフ
ィールドリサーチの中間報告であった。シングル・カー
スト SHG とミックスカースト SHG を比較し、後者の
ほうが社会関係資本（信頼）を形成する上で、前者より
もすぐれていると報告した。興味深い暫定的な結論であ
り、参加者からは今後のフィールドリサーチの結果に期
待するという、おおむね好意的な評価を受けた。 
学会最後のセッションということもあって、参加者数
はマキシマム 25 名にとどまった。 
 
 
 
 
 
 
 
本セッションでは次の４つの報告が行われた。 
１ フィジー・ロマワイ村における開発事業の定着―内
発的発展の観点から 
福嶋 崇（東京大学・院）  
２ 農村開発実践の副次効果と内発性の発現プロセスー
タンザニア南部の事例からー 
黒崎龍悟（京都大学・院） 
３ 農村開発におけるコミュニティ・ベース・アプロー
チの可能性と限界―ネパール山岳地域における金融組
織の事例を中心にー  
辰巳佳寿子（山口大学） 
４ 参加型農道整備手法の技術移転による生活改善に向
けた住民意識改革 
木村 亮（京都大学）、福林良典（NPO 法人道普請
人）、喜田 清（同）、松本 葉（The Loldaiga 
Institute）、本庄由紀（ナイロビ大学・院） 
本セッションは E 教室 F102 で行われ、60 人程度が参
加した。2 日目の最後の時間帯だったが、報告者、参加
者とも熱心に各地での内発的発展、コミュニティ発展の
事例の検討に取り組んだ。１の福嶋報告は、フィジー本
島西部のロマワイ村で 2004 年より導入された植林、エ
コツーリズム、塩作りの３事業を調べたものである。こ
れらの事業は、フィジーでのマングローブ過剰伐採（染
料用に使う）を憂慮した WWF がマングローブ保全をめ
ざして、村に植林とセットでの新事業を勧告したことに
始まる。これら新事業のデザインを日本の NPO が担当
した。しかし、WWF の資金が絶えると、植林、エコツ
ーリズム共に行われなくなった。僅かに村の女性たちが
行う塩作りが現金収入の道として存続している。外部か
らの援助と、村の内発性をどう組み合わせるか、困難な
課題が本例で知られる。 
 ２の黒崎報告は、2001～3 年間に報告者が青年海外協
力隊員として勤務したタンザニア南部ムビンガ県で行わ
れた住民参加型の地域開発ロジェクト評価である。この
地域は、コーヒー生産地帯だが、経済自由化により、コ
ーヒー価格が不安定となったため、生産の多角化がはか
られた。このプロジェクトではティラピア養魚が提案さ
れたが、村民はこの養魚計画を主体的に受け止め、自ら
協議会をつくり、養魚経営や小規模融資等を実践してい
く。外部からの介入が農民の主体性を引き出し、介入者
自身が予期せぬ農民たちの活発な主体的行動という「副
次効果」を生み出した。ただ、本報告については外部者
セッション27：地域開発と企業 
座長：絵所 秀紀 （法政大学） 
セッション28：内発的発展・コミュニティ・ベース・
アプローチ 
座長：西川 潤（早稲田大学） 
コメンテーター：西 真如（京都大学） 
宇田川 拓道（北海道教育大学） 
－ 20 － 
の期待、村民自体の多角化の具体的実態、コーヒー生産
の位置、マーケティング等、もう少し立ち入った客観的
データの上に、目的の達成度、経済の自立度、副次効果
の発現度が測られるべきとのコメントも行われた。 
 ３のネパール山地における金融組織変化を扱った辰巳
報告は、2000 年来の定点観測に基いて、もともと NGO
援助で発足したマイクロファイナンス（MF）グループ
が、援助撤退後、どう変わったかを調べている。A 地域
は相互扶助意識の強い純農村だが、NGO 撤退後は、NGO
が作った MF や生計向上プロジェクトは停止した。しか
し、自分たちの必要から資金需要に対応する頼母子講型
の組織が誕生し、存続している。B 地域は A よりも市場
の影響が強いところだが、A を模倣して独自の MF 組織
を形成した。A よりは不安定だが、社会的ニーズに対応
したネットワーク組織と言える。本報告でも、外部介入
により生まれた社会組織が、外部者撤退後、どうコミュ
ニティ自身により換骨脱胎して、生まれ変わったかにつ
いて述べている。これら 2 例については、伝統的な生産
や市場の組織形態との関わりはどうなのか、生業にはど
のような影響があったのか、コミュニティ意識の強いと
ころ、弱いところで、それぞれ本例が一般性を持ち得る
のか、等、活発な議論が交わされた。 
 ４の木村亮グループは、ケニア西部の農村地帯で、現
地調達可能な資材を用いて農道整備を住民参加により実
施した経験を報告した。この土嚢を積む方式による農道
整備の結果、園芸作物の都市輸出への道が開け、収入向
上、商業的農業振興が促進された。技術移転後、住民た
ちは進んで農道補修、維持を担当し、地域発展に関する
自信を強め、コミュニティ意識も高まった。ここでは、
「コミュニティ」の範囲、道路維持を通じて形成される 
管理組織と伝統的住民組織の関係、市場型生産の拡大が
伝統的村組織に与える提供、労力提供の際の強制力とフ
リーライダーの処遇等の問題点がコメンターにより提起
され、議論が展開された。 
 これら４つの報告はいずれも、外部からの開発・発展
介入が地元コミュニティに与える影響を扱っている。そ
れが、コミュニティ変化を促す場合もあれば、コミュニ
ティ自身が外部からの変化を消化してしまう場合もある。
内発的発展はもともと、1970 年代に世界大の近代化の動
きに際して、それをどう地元コミュニティが受け止め、
自分自身の変化を生み出していくか、という発想から生
み出された理論だが、グローバリゼーション、 
開発の進展の時代に、社会変化を評価する理論的用具と
しての役割が見直されていることは心強いことである。 
 
 
 
 
 
 
１．松丸 亮（早稲田大学院）、柴山 知也（早稲田大学） 
本報告は、能力強化を主眼とした防災分野の途上国支
援を目的とする場合の汎用的な枠組みとして、「防災に関
する発展段階モデル」を試案として提示したものである。
国際防災協力が重要視されつつある現在、時宜を得たト
ピックの発表であった。まず、「防災には政府機関から地
域住民に至るまで様々な主体が関与することから、社会
システムのサブシステムとして考え、社会の発展段階と
関連づけて考えることができる」という仮説を立て、日
本及びタイ、インドネシア、スリランカの指標を用いて、
「防災に関する発展段階モデル」を提案した。各国が備
えている防災諸制度の内容から、発展段階を第 1 段階か
ら第 4 段階まで区別する。発展段階は 1 人当たり GDP
及び HDI の高さと比例することを示し、ミャンマーは
第 1 段階、パキスタンは第 2 段階、スリランカとインド
ネシアは第 2～第 3 段階、日本は第 4 段階の高位に位置
していることを表で示した。これに対して、コメンテー
ター及び座長から、①防災情報の伝達速度能力も発展段
階の重要な指標ではないか、②国ごとに違う発展の制約
要因と災害種類の多様性を考えるべきで適正な方策は単
純に画一化できない、③バングラデシュとミャンマーは
ＵＮ指標でみると同じ発展段階に属するが、防災への意
識や諸制度はバングラデシュの方が格段に進んでいる、
④コミュニテイの対応能力は国によって違うという側面
が取り入れられていない、⑤防災をサイクルで考えた場
合には（報告で焦点を当てられている）予防だけでなく
復旧・復興の諸制度の整備状況も考慮されるべきである、
というようなコメントが与えられた。 
２．井村 美和（京都大学院）  
本報告は、インド洋津波によって集団移転せざるを得
なかったインドのタルミナドゥ州の近隣の 2 つの漁民集
落における周到な現地調査（アンケート及び関係者への
セッション29：防災 
座長：豊田 利久(広島修道大学) 
コメンテーター：北脇 秀敏(東洋大学)、 
木村 宏恒(名古屋大学) 
出席者数：12名 
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聞き取り調査）によって、集団移転の支援方法に関する
既存の一般的考え方とは違う新しい仮説を提示したもの
である。この二つの集団移転は、沖合から数百メートル
内陸地に新築された集団住宅または戸建住宅への移転と
いうことでは共通であるが、一方は国際ＮＧＯが移転支
援をし、他方は現地ＮＧＯが支援した。移転過程で様々
な被災者ニーズが十分に組み上げられなかったという反
省点はどちらにもあるが、移転先で新しい生活環境へ適
応したり、カーストを超えた関係性構築が一部見られる
などの肯定的影響が観察される。このことから、集団移
転そのものが人間関係の崩壊、集落形成の困難、または
持続的な定住を阻害するのではなく、移転を支援する際
の認識が実生活と乖離していることが問題を引き起こす、
と報告者は主張した。コメンテーター及び座長から、①
この仮説が検証されるためには今後も現地での経年調査
が必要である、②住民移転の研究は、ダム建設やスラム
街解消などで既存研究も多くあるので、それらとの比較
研究も必要である、③ＮＧＯは住民の意向よりも実績作
りが優先される傾向にある点に留意する必要がある、④
インドの漁民カーストはバイシャに属する富裕層なので
インド住民全体の傾向を示すとは限らない、⑤他の国内
外の事例研究も踏まえてこの仮説のさらなる検証をすべ
きだ、等のコメントが寄せられた。 
 
支部・研究部会の活動報告 
 
関西支部報告 
 
支部長：小川 啓一（神戸大学） 
 
関西支部では、2009 年 9 月から 12 月までに下記の研
究会を 3 回開催しました。概要は以下の通りです。 
 
＜第 41回関西支部研究会＞ 
開催日：2009 年 9 月 18 日（金） 16:30‐18:00 
会 場：神戸大学大学院国際協力研究科棟 4 階プレゼ
ンテーションルーム 
テーマ：「世界的一次産品ブームの発展途上輸出国への影
響－南アフリカにおける為替レートの影響－」 
発表者：Laurence Harris 氏（ロンドン大学 SOAS） 
司 会：三重野文晴氏（神戸大学） 
参加者：15 名（うち会員 10 名） 
 
＜第 42回関西支部研究会＞ 
開催日：2009 年 10 月 23 日（金） 17:00‐19:00 
会 場：神戸大学大学院国際協力研究科棟 大会議室 
テーマ：「WTO/GATT 体制下における貿易と環境」 
発表者：竹野太三氏（東京大学） 
司会者：小川啓一（神戸大学） 
参加者：23 名（学会員 15 名） 
 
＜第 43回関西支部研究会＞ 
開催日：2009 年 11 月 16 日（月） 17:00 - 19:00 
会 場：神戸大学大学院国際協力研究科棟 大会議室 
テーマ：「日本の国連外交の課題 －鳩山首相の国連総会
出席を踏まえて－」 
報告者：紀谷昌彦氏（外務省総合外交政策局国連企画調
整課長） 
司会者：高橋基樹氏（神戸大学） 
参加者：27 名（学会員 18 名） 
 
東 海 支 部 
 
支部長：穂坂 光彦（日本福祉大学） 
 
国際開発学会東海支部 2009－2010 年度第１回研究会 
○ 共 催：地域主体の国際協力・岐阜（DDC-GIFU） 
○ 講 師：野田直人さん（有限会社人の森代表取締役） 
○ テーマ：地域資源を活用した村落振興のコツ 
○ 日 時:1 月 19 日（火）19:00～20:30 
○ 場 所：『男女共同参画プラザ』会議室 
（岐阜県県民ふれあい会館第２棟３階） 
○ 参加費:500 円 
○ お問い合わせ・お申し込み：伊藤かおり 
Email: kao@va.u-netsurf.jp 
今後の研究会開催予定は次のとおりです。 
5 月：名古屋大学、日本福祉大学 
6 月：鈴鹿国際大学 
7 月：「日本の開発経験」合宿 
9 月：富山大学、中部大学 
10 月：総会・シンポジウム 
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国際開発学会東海支部事務局 
（JASID-Tokai Secretariat） 
連絡先 E-mail: jasidtokai@yahoo.co.jp 
支部事務局長：伊藤 かおり 
http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/ito/jasid_tokai.html 
名古屋大学大学院国際開発研究科 
准教授  伊東 早苗（副支部長）研究室気付 
Tel:052-789-4977 Fax:052-789-4977 
＊JASID 東海では報告者を公募しています。本支部の報
告はレフリー付きです。 
＊支部会員のかたで、メールアドレス、ご所属、ご連絡
先等変更の場合は事務局までご連絡ください。 
＊学会員の方で、東海地域に在住・在勤・在学の方は、
支部会員としてご登録ください。登録を希望する方は、
事務局までご連絡ください。東海支部の会費は無料で
す。ＭＬでの情報提供などを行っています。 
 
広 島 支 部 
 
支部長 池田 秀雄（広島大学） 
 
広島支部では、以下の通り 3 回の支部研究会（2008/09
年度第 2 回、第 3 回、2009/10 年度第 1 回）を開催しま
した。 
 
＜2008/09 年度第2回支部研究会＞ 
日 時：10 月 16 日（金） 14:30-17:30 
会 場：広島修道大学・図書館ライブラリーホール 
報告者 1：穴沢 眞（小樽商科大学） 
タイトル：マレーシアの中小企業政策と企業育成 
報告者 2：Henry Pribadi（神戸大学・院） 
タイトル：Exploring the relationship of Industrial 
Effect and Firm Effect 
報告者 3：Sengaloun Inmyxai（広島大学・院） 
タイトル：Firm Performance Contrast from Different 
Gender Entrepreneurs, Network, and ICT in the 
Lao MSMEs 
穴沢氏はマレーシアの中小企業関連官庁の役割および
中小企業政策の実態と課題について論じた。とくに、政
策は充実しているが実施、企業への周知に問題が残るこ
となどが強調された。Henry 氏はインドネシア中小企業
を事例に、経営戦略論のポジショニング・アプローチと
資源ベース・アプローチを統合する分析枠組みを用いた
企業パフォーマンスの決定要因に関する実証分析結果を
紹介した。Sengaloun 氏はラオス零細中小企業について
経営者のジェンダーの違いに注目し、企業パフォーマン
スの決定要因に関する分析結果を説明した。  
 
＜2008/09 年度第3回支部研究会＞ 
日 時：10 月 22 日（木） 16:20-18:00 
会 場：広島大学大学院国際協力研究科・大会議室 
報告者 1：Vilayvong Buddakham 
（ラオス青年同盟副大臣） 
タイトル：FDI Policy of Lao Government 
報告者 2：鈴木 基義（広島大学） 
タイトル：投資優遇策と地域補完型工業化戦略 
第 1 報告では、ラオス青年同盟 Vilayvong 副大臣より
ラオスの外国投資政策について詳しい説明がなされた。
アジア開発銀行が推し進める GMS 経済協力プロジェク
トにより南北・東西経済回廊がほぼ完成し、CLMV 諸国、
特にラオスルートの内陸運送に革命的飛躍をもたらしつ
つある現在、ラオスの「Land-locked」な立地条件は
「Land-linked」な地勢とかわるであろう。そのために
は、輸出入手続きの一層の簡素化、シングルウインドウ
の導入、税関の 365 日 24 時間営業を実現させる必要が
ある。 
 第 2 報告の鈴木会員の発表では、改善が進むラオスの
投資環境に、どのようなタイプの産業・企業が進出しう
るかについての議論が展開された。タイやベトナム、中
国にマザー工場を置き、労働集約的なプロセスをラオス
工場に移管することで総生産費が削減できる。進出国の
産業集積を活用しつつ、工場の国際分散立地を合理的に
進めることで、マザー工場の生産効率の改善も図られる。 
 
＜2009/10 年度第1回支部研究会＞ 
日 時：12 月 17 日（木） 15:00-17:00 
会 場：広島大学大学院国際協力研究科・小会議室 
報告者：Prijono Tjiptoherijanto （インドネシア大学） 
タイトル：Political Aspect of the Indonesian Economy 
討論者：小松 正昭（広島大学） 
 Prijono 氏からは、インドネシアの近年の経済動向に
ついて、民主化、分権化といった政治的側面からの影響
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に重点を置いた説明があり、様々な取り組みにもかかわ
らず、失業、貧困などに関して、必ずしも十分な成果が
上がっておらず、さらなる改革が求められていることが
強調された。新政権に対しては、とりわけ国営企業の改
革、地方自治体の能力開発に関して期待が表明された。 
小松氏からは、経済政策で中心的な役割を果たしてい
る財務省、中央銀行、BAPPENAS の力関係の変化とそ
の影響をはじめとするコメントがあった。 
 
国際環境協力研究部会 
 
主査： 北脇 秀敏（東洋大学） 
 
 当研究部会は開発途上国における環境衛生（上下水道、
ごみ・し尿処理）や自然環境の分野における国際協力手
法の研究を目的として講演会の開催とニューズレターの
発行を主な活動としております。前回のニューズレター
発行時からの活動はありませんが、次回講演会は平成 21
年度内に行う予定です。詳細が決まり次第、国際開発学
会メーリングリスト等でお知らせします。 
 
「日本の地域振興と国際協力」 
研究部会 
 
主査： 木全 洋一郎（JICA） 
 
本部会は、2009 年 11 月の理事会および総会にて 3 年
次の活動が承認されました。 
3 年次は、これまでの研究活動の総括する意味で、書
籍の出版を計画しています。 
ついては、12 月 5，6 日に部会メンバーである佐藤寛、
西川芳昭、辰己佳寿子、木全洋一郎が山口大熊野荘にて 
具体的な企画案を検討しました。 
その結果、主に日本の地域で地域づくりや国際協力に
関係している人を主な読者ターゲットとして、日本の地
域づくりと結びつけた国際協力の取り組みを紹介し、国
際協力が地域づくりにいかなる効果をもたらすのか、国
際協力を通じていかに地域づくり進めていくかを提示す
る書籍とすることをコンセプトとしました。 
具体的には、第一部で「なぜ地域で国際協力なのか？」
を検討する枠組みを提示し、第二部で地域づくりに活か
した国際協力事例を紹介し、第三部で事例からの教訓を
体系化して、地域づくりに国際協力を活用するための留
意点を提示する構成となっています。 
今後、出版に向けての検討を続ける一方で、関係者に
執筆依頼をし、最終的には 2010 年以内には出版できる
よう進めていく予定です。 
 
院 生 部 会 
 
主査：大垣 俊朗（東京大学） 
 
■ 第 20 回全国大会院生部会発表：関係者皆様への御礼 
第 20 回全国大会・院生セッションの院生部会による
発表「国際協力系大学院人材育成の実情と課題―大学院
生からの提言―」につきまして、アンケートの実施に院
生・大学関係者など多くの方にご協力頂きましたので、
改めて御礼申し上げます。また、当日の質疑では貴重な
ご意見を頂きましたので、今後の成果のまとめに反映い
たします。発表原稿などは当部会 HP に掲載したします
のでご参照ください。この取り組みが、国際協力を担う
大学院の人材育成について、定期的に振り返るきっかけ
となればと願います。 
 
■ 第 164 回月例研究会報告 
日 時：2009 年 12 月 5 日（土）16:00-18:30 
場 所：東京大学本郷キャンパス工学部 11 号館 
参加者：10 名 
① 坂口可奈（早稲田大学 政治学研究科 比較政治領域 
修士 2 年）『シンガポールにおける「多人種主義」概
念を使用した国民統合：その成功と限界』 
多民族国家の成功例であるシンガポールを取り上げ、
政府によって規定する人種でなく、自発的なアイデン
ティティ認識に基づくエスニシティが尊重されている
特長を抽出した。平等の概念との直結には飛躍があり、
また国家・公共空間と個人の間にある人種・エスニシ
ティの意識について定式化もあいまいな点が残った。
政治思想的な解釈にとどまらず、事例の分析や市民の
政治意識などについて、具体的なデータが上がってく
ると面白い。 
② 柳澤彰男（東京大学大学院 新領域創成科学研究科 
国際協力学専攻 修士 2 年）『自治体の多文化共生政策
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の政策過程分析 ―多文化共生推進条例の例として―』 
4つの自治体における多文化共生推進条例の政策過
程の事例を既存のモデルによって分析した。特徴ある
アクターの行動原理・選択肢・根拠、動的な相互作用
をより精緻化する必要がある。取り上げた条例の特殊
性も踏まえつつ、本研究の新視点である、職員のイニ
シアティブ・モティベーションの影響を中軸に据えて
の研究の仕上げが期待される。（発表資料はHPに掲載） 
 
■ 次期執行メンバーの紹介 
第 164 回月例研究会を持ちまして、主査大垣、副主査 
坂上、広報長山は執行任期を終了いたします。次期執行
メンバーは主査堀佐知子（東京大学大学院新領域創成科
学科修士課程 1 年）、副主査丸岡聡（同上）ほか数名で
行います。今後とも院生部会の活動へのご参加・ご協力
を何卒宜しくお願い申し上げます。 
 
○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 
 
以下の支部・研究部会からの報告はありませんでした。 
「生活改善アプローチの開発協力への適用」研究部会 
 
 
 
2009 年度収支報告について 
会計委員長 
勝俣 誠（明治学院大学） 
 
第 20 回総会にて承認された「2009 年度（2008 年 11
月 1 日～2009 年 10 月 31 日）決算報告」および「2010
年度（2009 年 11 月 1 日～2010 年 10 月 31 日）予算計
画」について、概要を報告します。 
 まず、「2009 年度決算報告」につき、収入にかん
しは、会員数は増加しているものの、未払い等のため
に収入が 12,878,726 円となり、当初予算の 13,400,000
円を下回りました。他方、支出についても、メリハリ
のきいた歳出につとめた結果、12,430,508 円となり、
当初予算 13,450,000 円を下回りました。この結果、収
入が支出を約 44.8 万円上回り、繰越金が増加、全体と
しては均衡のとれた決算となりました。本会計報告は
適正である旨、朽木昭文監査役および井村秀文監査役
よりお認めいただきました。 
 次に、「2010 年度予算計画」については、支出に
ついて以下の点で大きな変更がございました。第1に、
2010 年度は本学会の 20 周年にあたり、事業費におい
てはこれに伴う 20周年記念事業のための事業費が 700 
万円と例年に比べて増加しており、懸案の英文図書
刊行もその一環として位置づけなおしております。第 2
に、20 周年記念事業予算の一部として、特別活動基金
をこれまで経緯や趣旨に照らして全額充当することが
総会で認められました。第 3 に、支出の費目につき、
予算執行の実態に即す形で、委員会および事務局ごと
の予算編成にあらためました。また、実情に合う形で
各委員会の運営に必要な経費も計上し、事務経費につ
いても見直しました。他方、収入については、納入率
80%、会員 1700 名という仮定で計算してあります。全
体としましては、20 周年記念事業に伴う大きな支出等
により、繰越金を切り崩す予算となっておりますが、
予備費は約 3,769 万円の予算のうち、約 1,610 万円あ
り、ゆとりのある財政となっていると考えております。 
 今後も健全な学会会計のため、会費納入率向上の
努力と、メリハリの利いた支出の効率化が必要となり
ます。執行部のご努力はもちろんのこと、会員各位の
一層のご理解・ご協力をお願い申し上げます。 
－ 25 － 
2009 年度（2008 年 11 月 1 日～2009 年 10 月 31 日）決算報告 
 
本部事務局長 
野田 真里（中部大学）
       （単位:円）
収   入   支   出  
会費※ 12,825,180  全国大会 1,500,000 
 正会員（1172 口）    春季大会 600,000 
 学生会員（212 口）   事 大会組織委員会会費 360,160 
 賛助会員（1 口）    学会誌業務委託費 3,308,038 
    業 編集委員会費 380,330 
利息、寄付、学会誌販売等 53,546  ニューズレター及び HP 管理 1,876,781 
    費 学会賞 108,240 
     研究部会・支部（4 研究部会・3 支部） 678,872 
     国際交流費 114,770 
     20 周年記念事業特別委員会 60,720 
     小計 8,987,911 
     事務委託経費 1,243,319 
     学会本部経費 776,552 
    事 通信費 75,424 
     事務用品費 33,849 
    務 印刷費 16,709 
     会議費 168,741 
費 交通費 336,160 
 名簿作成費 113,500 
※口数と単価が一致しないのは、クレジッ
トカード入金にともなう手数料控除や不足
金などの処理のため  特別経費（事務局移転） 507,575 
     その他 170,768 
     小計 3,442,597 
計 12,878,726  計             12,430,508
前年度繰越金 20,841,720  翌年度繰越金 21,289,938
合計 33,720,446  合 計 33,720,446
 
特 別 活 動 基 金  
  
 
収   入    支   出   
前年度繰越金 4,238,965  翌年度繰越金 4,238,965 
合 計 4,238,965  合 計 4,238,965 
 
－ 26 － 
2010 年度予算計画について 
 
2010 年度（2009 年 11 月 1 日～2010 年 10 月 31 日）予算計画 
本部事務局長 
野田 真里（中部大学）
       （単位：円）
収   入   支   出  
会費 12,100,000  企画運営委員会 1,200,000
  正会員    委員会運営費     0
   1,300 人×0.8（会費支払率）
×10,000 
10,400,000    研究部会・支部助成金 
   120,000×6 研究部会･4 支部） 1,200,000
  学生会員  20 周年記念事業委員会 7,000,000
   400 人×0.8（会費支払率）
×5,000 1,600,000
   委員会運営費 
100,000
    英文図書刊行 2,500,000
  賛助会員 1 口×100,000 100,000 事   2010 年全国大会イベント 
   20 周年記念シンポ 2,000,000
学会誌販売等 60,000    若手研究者の国際交流・人材育成支援     0
 3000 円×20 冊    開発研究の方法論の再検討 
    フィールド調査のあり方を問い直す 500,000
    国際開発学会 20 年史 1,500,000
  業   予備費 400,000
   国際交流･渉外委員会 92,020
     委員会運営費 0
     国際交流費 92,020
   大会組織委員会 2,460,000
     委員会運営費 360,000
  費   春季大会助成金 600,000
     全国大会助成金 1,500,000
   学会誌編集委員会 4,443,800
     委員会運営費 1,043,800
     学会誌編集業務委託費 3,400,000
   広報委員会 2,000,000
     委員会運営費 1,260,000
     ニューズレター費 740,000
   賞選考委員会 205,000
     委員会運営費 125,000
     学会賞 80,000
   小計 17,400,820
   事務委託経費 1,400,000
   学会本部 1,722,000
 事   学会本部運営費 1,140,000
      学会本部経費（人件費・手数料） 950,000
       通信費 80,000
  務     事務用品費 30,000
       印刷費 80,000
     会議費 180,000
  費   交通費 402,000
   会計委員会 70,000
     委員会運営費 70,000
   名簿作成費 1,000,000
   小計 4,192,000
計 12,160,000  計 21,592,820
前年度繰越金 21,289,938  予備費 16,096,083
特別活動基金から 20 周年記念事
業への充当 4,238,965  
 
合計 37,688,903  合 計 37,688,903
－ 27 － 
特 別 活 動 基 金   
収   入   支   出  
前年度繰越金 4,238,965  20 周年記念事業への充当※ 4,238,965
   翌年度への繰越金 0
合 計 4,238,965  合 計 4,238,965
       
      
第 20回会員総会の議事録 
 
             本部事務局長 
野田 真里（中部大学） 
 
日 時：2009 年 11 月 21 日（土） 15：30～16：30 
場 所：立命館アジア太平洋大学 
執行部（順不同、敬称略）：執行部（順不同、敬称略）：
西川潤（会長、企画運営委員長）、下村恭民（副会長、
賞選考委員長、20 周年記念事業特別委員長）、高橋基
樹（副会長、大会組織委員長）、磯田厚子（選挙管理委
員長）、勝間靖（広報委員長）、勝俣 誠（会計委員長）、
鈴木紀（学会誌編集委員長）、山形辰史（国際交流・渉
外委員長）、野田真里（事務局長）。 
定足数の確認 
事務局長より、委任状 259 通（最終的な出席者は委任
状を含め 366 名）の提出があり、会員総会成立の報告が
なされた（定款第 12 条第４項により、定足数は会員総
数の 10 分の１）。 
１．議長選出 
議長に下村恭民副会長が選出された 
２．報告事項 
⑴ 会員動向について 
事務局長より、本年度会員総会時の会員数は 1773 名
となっており、昨年度会員総会時の 1677 名から 96 名増
加したとの報告がなされた。 
会員より、入会申込の推薦者について「大学内に会員
が一人しかいない為、もう一人の推薦者にサインをもら
うのに、知人に郵送して依頼する等苦労している。ネッ
トワークを効率的に拡げる点からも、大学院博士課程の
学生も推薦者と認めるのはどうか」との質問がなされた。
これに対し、事務局長より「常任理事会の決定および会
務執行要領にもとづき、推薦者の確保が困難な場合は、
履歴書・業績一覧を提出いただき、審査の結果、常任理事
が推薦者となる形で対応している」との説明がなされた。 
⑵ 学会賞について 
学会賞選考委員長より、「2009 年度国際開発学会賞」
の募集を行い、応募作品 3 点と『国際開発研究』掲載の
研究論文を対象に審査を行った結果、受賞なしとなった
との報告がなされた。 
⑶ 20 周年記念事業について 
20 周年記念事業特別委員長より、以下の 3 つの事業に
ついて報告がなされた。 
（3-1）「2010 年全国大会イベント：20 周年記念シン
ポジウム」 
① 以下のようなテーマで実施する。 
「グローバリゼーションの転換期における開発協
力の新しい展開」（セッション１：開発システムのガ
バナンス、セッション２：日本の視点） 
全国大会前夜祭のプレ・シンポとするか、全国大
会の中で「共通テーマ」として取り上げるかの選択
は、当番校が決まり次第、協議して確定する。 
② 今後、以下の実施体制で具体案を詰める。 
統 括：西川会長、担当小委員会：勝俣委員、林幹
事、木全幹事 
（3-2）「若手研究者の国際交流・人材育成支援」
（「JASID-COE」） 
① 「若手会員のトップレベルの研究支援を行う」
との基本コンセプトで、「JASID-COE」の呼称を
用いる。 
支援対象：40 歳以下の若手研究者（大学の研究者
に限らず実務者をもカバーする） 
支援対象の選定：公開コンペによる 
② 実施スケジュールの概要 
事業構想の発表：09 年 11 月（秋季全国大会） 
要項の発表と公募開始：10 年 1 月（ニューズ・
レターおよびホーム・ページ） 
中間審査：10 年春季全国大会（ポスターセッシン） 
審査結果の発表と対象者の決定：10年秋季全国大会 
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成果の報告と途上国側の研究パートナーの招聘： 
11 年秋季全国大会 
③ 今後、以下の実施体制で詳細案を詰める。 
担当小委員会：野田委員、木全幹事、大垣会員 
（3-3）「開発研究の方法論の再検討：フィールド調査
のあり方を問い直す」 
① 以下の基本的方向で進める。 
・学会員を対象としたアンケート調査を、ウェブを使
って実施する 
・アンケート調査の結果などを踏まえた検討結果に基
づいて、2010 年全国大会でセッションを開催する。 
② 今後、以下の実施体制で詳細案を詰める。 
担当小委員会：平山幹事、稲葉会員 
「国際開発学会 20 年記念誌」 
以下のような案に基づいて、今後、理事会など関係者
と協議しつつ進める。 
①趣旨：国際開発学会 20 周年にあたり、これまでの学
会の歩みを記録し、将来につなげるために記念誌を発
刊する。 
②基本的な内容案：①学会の歩み、②歴代会長等：イン
タビューおよび寄稿、③学会と開発機関や開発課題等
に関する記事、④年表・歴代役員等の記録など。 
③実施体制： 
担当小委員会：20 周年記念事業特別委員会内に設置し、
会長（西川）、副会長（下村、高橋）、事務局長（野田）、
および幹事（林加奈子会員）から構成する。 
⑷ 2010 年度支部・研究部会の申請について 
 企画運営委員長より、以下の 3 支部、6 研究部会の設
置が第 51 回理事会において承認されたとの報告がなさ
れた。 
支 部：東海支部、関西支部、広島支部 
研究部会：国際環境協力研究部会、生活改善アプローチ
の開発協力への適用」研究部会、「日本の地域振興と国
際協力」研究部会、「障害と開発」研究部会、「島嶼社
会の振興開発と内発的発展」研究部会、大学院生部会 
⑸ 幹事の委嘱について 
事務局長より、第 51 回理事会にて各委員会の幹事の
委嘱が承認されたとの報告がなされた。＊別表「国際開
発学会委員会リスト」を参照。 
３．議 題 
⑴ 2009 年度の事業報告について 
各委員長より、以下の通り報告がなされ、審議の結果
承認された。 
【企画運営委員会】 
事業概要 
・学会設立 15 周年事業の一環として企画された英文書
については、若干の遅れがあり、年度内の出版ができ
なかったが、新たに 20 周年記念事業の一環として設
定し直し、2010 年度内に出版の見込みである。 
・3 支部（東海、関西、広島）および 4 研究部会（国際
環境協力、生活改善、日本の地域振興と国際協力、院
生）の設置を認め、その活動を支援した。 
・2010 年の学会設立 20 周年を迎えるに当たって、学会
設立 20 周年記念事業特別委員会（下村恭民委員長）
を設け、記念行事の準備を開始した。 
【20 周年記念事業特別委員会】 
上記報告事項「（3）20 周年記念事業について」を参照。 
【国際交流・渉外委員会】 
事業概要 
・国内関係機関および国際交流ネットワーク拡充に努め
た。 
・韓国国際開発協力学会との交流を進め、Sung Keuk-Je
副会長（当時、現会長））を広島修道大学で開催した第
19 回全国大会に招聘し、同副会長による講演会を実施
した。 
・立命館アジア太平洋大学で開催中の第２０回全国大会
において同学会との共同セッションを開催する準備を
行った。 
【大会組織委員会】 
事業概要 
・第 19 回全国大会を広島修道大学（広島県広島市）で
開催し、300 人の参加を得、共通論題・特別講演・ポ
スターを含め、23 のセッションを開いた。特別講演で
は、韓国国際開発協力学会との交流の端緒として、成
克済同学会現会長（当時副会長）による韓国の先進
国・援助供与国への道のりについての講演を聴いた。 
・第 10 回春季大会を日本大学生物資源科学部（神奈川
県藤沢市）で開催し、260 人の参加を得、共通論題・
ポスターを含め、17 のセッションを持つことができた。
この大会から、開発と援助の研究についてより根本的、
かつ包括的視点から問い直す作業を開始した。 
・第 20 回全国大会を立命館アジア太平洋大学（大分県
－ 29 － 
別府市）で開催する。 
事業成果・課題 
・韓国国際開発協力学会との交流を成会長の優れた講演
によって開始できたのは何よりであった。報告が盛ん
に行われているのは歓迎するべきである。しかし、報
告の機会を多数確保することと、全体的な総合化や学
際的な交流を促進することとの２つの要請をどのよう
に満たすかが難しい問題として残っている。一連の開
発と援助を問い直す作業を、そのために役立てること
が必要である。 
【学会誌編集委員会】 
事業概要 
・学会誌『国際開発研究』第 18 巻 1 号を発行し、第 18
巻 2 号の編集をおこなった。 
事業成果・課題 
・JICA 研究所特別会議室で編集委員会を 4 回（2008 年
12 月 15 日、2009 年 5 月 8 日、7 月 14 日、10 月 5
日）開催した。 
・学会誌『国際開発研究』第 18 巻 1 号を 2009 年 6 月
15 日付で発行した。同号は論文６編、研究ノート１編、
報告３編、書評１編を収録し、総ページ数は 152 頁と
なった。 
・学会誌『国際開発研究』第 18 巻 2 号 2009 年 11 月 15
日付で発行すべく、編集作業をおこなった。同号では
特集「開発援助の再生」（和田義郎：責任編集）を組み、
巻頭文以下、論文 9 編と研究ノート 1 編を収録する予
定。他に一般投稿の論文２編、研究ノート３編、報告
２編、編集委員会から執筆を依頼した書評３編を収録
予定。 
・投稿から論文掲載までの時間の短縮が課題である。こ
れまで最長で 2 年以上を要することもあった。編集作
業の効率化に取り組んでいるが、会員諸氏の査読への
協力が不可欠である。査読は会員の義務であることを
今後もニュースレターで訴えていく。 
【広報委員会】 
事業概要 
・ニューズレターの発行。 
・メーリングリストの維持管理と配信。 
・ホームページの維持管理とアップデート。 
事業成果・課題 
・ニューズレターの第71号（2009年1月）、第72号（2009
年 4 月）、第 73 号（2009 年 7 月）、第 74 号（2009 年
10 月）を刊行した。 
・メーリングリストを維持管理し、原則として週に１回、
学会員からの情報を配信した。 
・ホームページを維持管理し、アップデートを行った。 
・ホームページのアップデートを頻繁に行う余裕がなか
った。 
【賞選考委員会】 
上記、報告事項「（2）学会賞について」を参照。 
⑵ 2009 年度の会計決算について 
会計委員長より、別表の通り、監査において適正と認
められたとの報告があり、審議の結果承認された。 
⑶ 2010 年度の事業計画について 
各委員長より、以下の通り報告がなされ、審議の結果
承認された。 
【企画運営委員会】 
事業目的・概要 
・英文書刊行に前年に引き続き努力する。 
・3 支部（東海、関西、広島）および 6 研究部会（国際
環境協力研究部会、生活改善アプローチの開発協力へ
の適用」研究部会、「日本の地域振興と国際協力」研究
部会、「障害と開発」研究部会、「島嶼社会の振興開発
と内発的発展」研究部会、大学院生部会）の設置を認
め、その活動を支援する。 
・2010 年度は、学会設立 20 周年に当たる記念すべき年
なので、特別委員会の下で諸種の記念行事を企画、推
進する 
【20 周年記念事業特別委員会】 
「2010 年全国大会イベント：20 周年記念シンポジウ
ム」 
① 以下のようなテーマで実施する。 
「グローバリゼーションの転換期における開発協力の
新しい展開」（セッション１：開発システムのガバナンス、
セッション２：日本の視点） 
全国大会前夜祭のプレ・シンポとするか、全国大会の
中で「共通テーマ」として取り上げるかの選択は、当番
校が決まり次第、協議して確定する。 
② 今後、以下の実施体制で具体案を詰める。 
統括：西川会長、担当小委員会：勝俣委員、林幹事、
木全幹事 
③ 予算：2010 年度予算として 200 万円を計上する 
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「若手研究者の国際交流・人材育成支援」 
（「JASID-COE」） 
① 支援対象： 
・40 歳以下の若手研究者 
・大学の研究者に限らず実務者をもカバーする 
・支援対象の選定は公開コンペによる 
なお、審査・査読は委員会外からのアウトソーシング
による 
② 実施スケジュールの概要 
事業構想の発表： 09 年 11 月（秋季全国大会） 
要項の発表と公募開始：10 年 1 月（ニューズ・レター
およびホーム・ページ） 
応募者に対して、10 年春季全国大会のポスター・セッ
ションに参加し発表することを義務付ける。 
中間審査：10 年春季全国大会（ポスターセッション） 
審査結果の発表と対象者の決定：10 年秋季全国大会 
成果の報告と途上国側の研究パートナーの招聘：11 年
秋季全国大会 
③ 今後、以下の実施体制で詳細案を詰める。 
担当小委員会：野田委員、木全幹事、大垣会員 
④ 予算：予算の計上は 2011 年度からとする 
「開発研究の方法論の再検討：フィールド調査のあり方
を問い直す」 
① 以下の基本的方向で進める。 
・学会員を対象としたアンケート調査を、ウェブを使っ      
て実施する 
・この種のアンケート調査に経験豊富な筑波大学の松尾
教授の助言をえる 
・アンケート調査の結果などを踏まえた検討結果に基づ  
いて、2010 年全国大会でセッションを開催する。 
② 今後、以下の実施体制で詳細案を詰める。 
担当小委員会：平山幹事、稲葉会員 
③ 予算：2010 年度予算として 50 万円を計上する 
「国際開発学会 20 年記念誌」の発刊 
以下のような案に基づいて、今後、理事会など関係者
と協議しつつ進める。 
① 趣旨：国際開発学会 20 周年にあたり、これまでの
学会の歩みを記録し、将来につなげるために記念誌を発
刊する。 
② 基本的な内容案：①学会の歩み、②歴代会長等：イ
ンタビューおよび寄稿、③学会と開発機関や開発課題等
に関する記事、④年表・歴代役員等の記録など。 
理事会など関係者の意見をも徴して確定する。 
③ 日程：2009 年 11 月下旬原稿依頼、2010 年 3 月末
締め切り、2010 年 10 月発行 
分量：400 字詰め 270 枚程度 
④ 実施体制： 
担当小委員会：20 周年記念事業特別委員会内に設置し、
会長（西川）、副会長（下村、高橋）、事務局長（野田）、
および幹事（林加奈子会員）から構成する。 
⑤ 予算：2010 年度予算として 150 万円を計上する 
【国際交流・渉外委員会】 
事業目的・概要 
・国内関係機関および国際交流ネットワークを拡充する。 
・中でも韓国国際開発協力学会との交流を推進する。立
命館アジア太平洋大学で開催中の第２０回全国大会に
おける同学会との共同セッションを成功させる。 
【大会組織委員会】 
事業目的・概要 
・年 2 回の大会（春季大会、全国大会）をそれぞれ、関
東、及びそれ以外の地域で開催する。 
・第 20 回全国大会を無事終える。 
・第 11 回春季大会を北海道大学（北海道札幌市）で開
催する。これを機会に、北海道での国際開発研究に関
わる人々のネットワークの形成を図り、国際開発学会
の新しい拠点の構築に結びつける。 
・第 21 回全国大会を早稲田大学（東京都新宿区）で開
催する予定である。学会創立 20 周年の記念事業と連
動し、国際開発研究の成果と課題を総括するとともに、
研究をいっそう奨励し、将来を展望するための機会と
する。 
期待される成果 
・北海道での開催により、地域的にも、分野的にも国際
開発研究の裾野を拡大する。 
・第 21 回全国大会での 20 周年記念関連事業を通じて、
学会が現在までに達成したことを確認し、将来に向け、
学会の本旨に照らした国際開発研究の発展深化、また
開発教育の強化など普及を図る。 
【学会誌編集委員会】 
事業目的･概要 
・学会誌『国際開発研究』第 19 巻 1 号及び第 19 巻 2 号
を編集し、発行する。  
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【広報委員会】 
事業目的･概要 
・学会の動向を会員に伝えるため、ニューズレターを発
行する。 
・会員による研究会などの情報をタイムリーに学会内で
共有し、研究活動を活性化するため、メーリングリス
トで情報を配信する。 
・学会の動向について、会員にだけでなく、対外的にも
知らせるため、ホームページの維持管理とアップデー
トを行う。 
期待される成果 
・ニューズレターの第75号（2010年1月）、第76号（2010
年 4 月）、第 77 号（2010 年 7 月）、第 78 号（2010 年
10 月）を刊行する。 
・メーリングリストを維持管理し、原則として週に１回、
学会員からの情報を配信する。 
・ホームページを維持管理し、アップデートを行う。 
【賞選考委員会】 
事業目的･概要 
2008 年 1 月 1 日から 2009 年 12 月 31 日までの間に
公表された、国際開発学会員の著作または学術論文を対
象として、学会賞の選考を行う。 
⑷ 2009 年度の会計予算における特別活動基金の取り
扱いについて 
会計委員長より、特別活動基金については、その趣旨
および経緯に鑑みて、20 周年記念事業に充当したいとの
提案があり、審議の結果承認された。 
⑸ 2009 年度の会計予算について 
・会計委員長より提案がなされた。これに対し、会員よ
り「学会賞の賞金については、その授与の是非もふく
めて理事会にて保留となっているので、賞選考委員会
の費用ではなく、暫定的に予備費に入れるのが適切で
はないか」との指摘がなされ、審議の結果、これを承
認した。 
・この修正をふまえた予算につき、審議の結果承認され
た（別表参照）。 
⑹ 定款の訂正について  
総務担当常任理事より、以下の 2 点につき、総会で定
款の改訂が決議されたにもかかわらず、定款の文面に反
映されていなかったため、訂正が必要であるとの提案が
なされ、審議の結果承認された。 
1.第 10 条の訂正 
（誤）第 10 条 会長・副会長・常任理事は理事会におい
て互選により決め、会員総会の承認を得る。監査役、
事務局長、幹事、顧問は、理事会が決め、会長が委嘱
する。 
（正）第 10 条 会長・副会長・常任理事は理事会におい
て互選により決め、会員総会の承認を得る。監査役、
事務局長、幹事は、理事会が決め、会長が委嘱する。 
＊2004 年 10 月 4 日会員総会にて顧問の廃止を決定済み。 
2.第 12 条 4 の訂正 
第 12 条 本会に正会員と学生会員によって構成する
会員総会を置く。 
（誤）4 会員総会の成立には会員の５分の１以上の出席
を必要とし、委任状による議決権の行使を認める。 
（正）4 会員総会の成立には会員の１０分の１以上の出
席を必要とし、委任状による議決権の行使を認める。 
＊2007 年 11 月 24 日会員総会にて改訂済み。 
＊本議事録は理事全員に確認のうえ掲載。 
以上 
 
第 50回理事会の議事録 
 
本部事務局長 
野田 真里（中部大学） 
 
・日 時：2009 年 11 月 21 日（土） 12：00～14：30 
・場 所：立命館アジア太平洋大学 
・出席理事（順不同・敬称略）：西川潤（会長）、下村恭
民（副会長）、高橋基樹（副会長）、磯田厚子、勝間靖、
勝俣 誠、鈴木紀、山形辰史（各常任理事）、青山温子、
荒木美奈子、磯田厚子、青山温子、加藤宏、黒田一雄、
斎藤千宏、佐藤寛、佐藤仁、豊田利久、林薫、松岡俊
二、三好皓一、牟田博光、山形辰史、吉田恒昭 、野
田真里（事務局長）。 以上、計 22 名 
・陪席：山下哲平（第 11 回春季大会事務局長）、事務局。 
議事次第 
報告事項 
⑴ 「会務執行要領」について  
事務局長より、日常の会務は定款にもとづき運営され
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ているが、定款に書かれていないことも多い。そこで、
本学会の運営の効率化と透明性の向上のため、総会、理
事会、常任理事会での決定事項を「会務執行要領」とし
てまとめ、これを指針として運営を行っていくとの報告
があった。すでに過去の決定事項については、すべてニ
ュースレターから抜粋しデータベース化されており、今
後については決定がなされるごとにアップデートし、理
事会に諮っていきたいとの報告がなされた。 
⑵ 旧ニューヨーク支部問題について 
事務局長より、第 90 回常任理事会での決定にもとづ
き、以下の通り報告があった。 
まず、旧 NY 支部の現状と問題点の分析について以下
の通りである。①旧 NY 支部内部における問題により、
2008 年度は支部として会費徴収を行っておらず、本部へ
の送金も行わなかった。②旧 NY 支部ではこれまで会計
報告を本部に行っていない。ただし、支部会員の名簿は
作成しており、会費の支払い状況については把握してい
る。③NY 支部では支部会員から会費を徴収し、半額を
本部に送金、半額を支部の活動にあててきたが、現在約
2000USD の残金がある。④会費納入を巡るトラブルと
して、会費を旧 NY 支部に支払うのではなく、直接前本
部事務局に支払ったため納入記録が不明になった、NY
支部が存在しないにもかかわらず会費を小切手で送付し
た等の問題が生じた（これらについては現事務局にて対
応済み）。⑤旧 NY は、現在でも自主的に勉強会等の活
動を行っており、これまでの諸問題にかんする真摯な反
省のもとに、新年度における支部の復活を希望している 
次に、今後については、①旧 NY 支部問題については、
今回の報告をもって最終決着とする。今後、旧 NY 支部
に関する問題が発覚した場合はそのつど対応する。②旧
NY 支部の復活については、他の支部・研究部会と同様
に申請をしていただき、企画運営委員会、常任理事会に
て審査のうえ理事会にて決定する。③旧 NY 支部の存続
については、特例措置はとらず、昨年度に廃止したこと
を確認し、復活については他の支部・研究部会と同様に
扱う。支部会員の会費納入については、学協会サポート
センターへの支払いに一本化する。④旧 NY 支部の活動
資金残金については、新年度に NY 支部の設置が認めら
れた段階で、新 NY 支部の予算として委ねる。 
⑶ 前事務局事務処理遅滞問題について  
前事務局長の理事より、前事務局が受理した約 40 名
分の入会申込書が未処理のまま留め置かれていた問題に
対し、遺憾の念とお詫びが表明された。また、経緯の説
明として推薦者が会員であるかの確認に手間取った、前
事務局の解体にともない混乱が生じた、E-mail での対応
に時間が要した等の問題点が報告された。 
会長より、本件については、すでに現執行部において
該当する会員への謝罪および再発防止策の実施が適正に
なされているとの報告がなされた。 
協議事項 
Ⅰ .総会承認事項について  
・以下の点につき、各委員長および総務担当常任理事よ
り提案があり、審議の結果、了承された。 
＊詳細については「第 20 回会員総会の議事録」を参照。 
1. 2009 年度の事業報告について 
2. 2009 年度の会計決算について 
3. 2010 年度の事業計画について 
4. 2009 年度の会計予算について 
5. 定款の訂正について 
＊主な説明・意見等は次の通り。 
【全国大会について】 
・大会組織委員長より、大会は、できるだけ多くの方に
参加してもらえる機会がつくれるよう、原則として関
東と地方での開催しており、来年の春季大会は 6 月 5
日に北海道大学に於いて開催予定であり大崎満会員に
大会実行委員長を、山下哲平会員に事務局長をお願い
したい旨の説明がなされ、陪席の山下会員の紹介があ
った。また、北海道は学会にとって空白地域となって
いたので、これを機にネットワークの拡大を図りたい、
再来年度の会場に候補があれば紹介願いたいとの発言
がなされた。 
・山下会員より、道内の関係者は約 30 名おり、委員長
を含め国際開発学会での大会運営の経験が浅いので、
協力を得たいとの発言があった。 
・理事より、大会は重要な行事であるが、その運営はた
いへんである、毎回一からスタートではなく、ノウハ
ウを蓄積し、共有したほうがよい、との意見があった。 
【学会誌編集について】 
学会誌編集委員長より、投稿、査読、発行までかなり
の時間を要する由、効率性を上げたい、査読は会員の義
務であり、期間の 2 ヶ月以内に終わらせるよう努めてほ
しい、との要望がなされた。また、学会誌の新年度 2 号
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では、特集「国際開発研究 20 年の軌跡」を予定してお
り、第 18 巻 2 号にて募集する若手中心に投稿ねがいた
い、との説明がなされた。 
【広報について】 
広報委員長より、今年度は HP の更新をタイムリーに
できない時があった。来年度は HP 幹事を追加して体制
を強化したい、との説明がなされた。 
【2009年度の会計決算について】 
会計委員長より、以下の説明があった。①会計委員会
および事務局の業務負担が非常に大きく、現状だと次の
引き受け手が危惧されるので、業務の効率化を提案した
い、②繰越金が多額にのぼるので、適正な規模を保ちつ
つ会員に還元できるよう検討したい、③領収書をなくさ
ないよう、くれぐれも留意願いたい。昨年度、郵便事故で
領収書を紛失し、始末書を書いてもらったケースがある。 
【特別活動基金】について 
・理事より、2010 年度予算において、特別活動基金を予
算に充当する点につき、説明が求められた。 
・事務局長より、①歴史的経緯として、特別会計である
国際会議支援基金は、国際会議開催目的だけでなく、
学会活動へのより幅広い活用方策に用いるよう目的を
変更し、「特別活動基金」として名称変更を行うことで
承認されている（第 14 回会員総会）。②こうした経緯
および趣旨を踏まえて、常任理事会としては 20 周年
記念事業に特別活動基金を充当するのが適当であると
判断した（第 88 回常任理事会）との説明がなされた。
また、会長より、予算の一元化によって会計運営の透
明性が高まるとの説明がなされた。 
・理事より、総会にて、特別活動基金はその趣旨に沿っ
て 20 周年記念事業に充てるものであり、通常の行っ
ている学会業務使うわけではないということを総会で
説明し、予算案とは別に承認すべきであるとの意見が
出され、審議の結果承認された。 
Ⅱ. 総会報告事項について  
・以下の点につき、各委員長および事務局長より提案が
あり、審議の結果、了承された。＊詳細については「第
20 回会員総会の議事録」を参照。 
1. 会員動向について 
2. 学会賞について 
3. 2010 年度支部・研究部会の申請について 
4. 20 周年記念事業について 
5. 幹事の委嘱について 
＊主な説明・意見等は次の通り。 
【会員動向について】 
野田事務局長より、会員動向の統計は、従来月ごとに
示されていたが、入会承認は理事会が行うものであるの
で、理事会ごとに示すように変更した、との説明があっ
た。 
【2010年度支部・研究部会の申請について】 
4 支部・6 研究部会の申請があった。このうち、NY 支
部申請については、要件である会員数に満たなかったた
め、議論の結果設置を認めないこととなった。 
Ⅲ.その他協議事項 
1. 学会賞の活性化について  
・賞選考委員長より、なんとか応募作品の増加、質の向
上を図るために、以下のような改善提案がなされた。
①インセンティブとして賞金を出す（特別賞は 5 万円）。
②奨励賞対象者の年齢制限を削除し「若手研究者」と
する。③審査対象として「論文」に加え、「研究ノート」
や「報告書」も加える。 
・審議の結果、①賞金については授与の是非を含め、継
続審議となった。提案②および③については了承され
た。 
2. 定款の改訂に向けて 
総務担当常任理事および会長より、以下の通り説明が
なされ、審議の結果、了承された。①定款については、
現状に即さない点があり、改訂の必要がある。例えば、
学会の目的について、『開発協力に関する国民の理解を増
進』を強調する記述は今日のグローバル時代にはやや一
面的ととられるおそれもある。また、事務局長について
役割の明示及び選任のプロセスの明示をする必要がある。
②改訂のプロセスとしては、本日お示しした改訂案にも
とづき、3 月末までに意見を事務局に送付いただき、6
月の理事会で承認を得、来年の総会にて提案をする。 
3. 入退会について 
・事務局長より、入会希望者 39 名（正会員 29 名、学生
会員 10 名）につき、常任理事会での審査を踏まえて
提案があり、審議の結果、入会を了承した。また、退
会希望者 9 名（正会員 5 名、学生会員 4 名）につき報
告があり、これを了承した。 
＊主な議論は次の通り 
・理事より、学会発表は会員の権利であるものの、企画
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セッションの報告者については非会員についても柔軟
に考慮してよいのではないかとの意見が出された。こ
れに対し、常任理事会の考え方として、以下のような
説明がなされ、議論の結果、了承された。①企画者（提
案者）・座長は会員でなければならない、②報告者・コ
メンテーターも会員であることを原則とするが、学会
及び大会にとって有益である場合には、プログラム委
員会でその有益さ、必要性を審査した上で、非会員で
ある報告者・コメンテーターについて認めるものとす
る、③企画者・座長は、非会員である報告者・コメン
テーターに対してできる限り会員となるよう働きかけ
るものとする（第 90 回常任理事会決定事項）。 
・理事より、理事会で審議する入会希望会員の一覧には
推薦人を記載するべきではないか、との意見が出され、
審議の結果了承された。 
4. 常任理事会から理事会への提案・報告の区分につ
いて 
事務局長より、以下の通り提案がなされ、審議の結果
了承された。＊（ ）内は関連する定款の条項。 
⑴ 常任理事会の審議を踏まえて、理事会に提案し審議
する事項 
・会員の入会（第 6 条） 
・会員の退会（第 7 条） 
・本会の組織運営、会員総会へ提出する議題、定款の改
廃などに関わる事項（第 10 条 5） 
・会員総会の承認と決議を必要とする事項（第 12 条 2
項）（事業計画・報告、予算・決算、定款の変更等、そ
の他理事会で審議したこと）。 
・支部の設置（第 13 条、ただし理事会にて審議の定め
なし） 
・研究部会の設置（第 14 条） 
・その他、理事会が必要と認める事項 
⑵ 常任理事会の審議を踏まえて、理事会に報告する
事項 
・日常の会務の執行に関する事項（第 10 条）。 
＊常任理事会での決議にもとづき「会務執行要領」を作
成・改訂し、報告する。 
・その他、理事会が必要と認める事項。 
5. 会計システムの改善について  
会計委員長および事務局長より、以下の通り提案があ
り、審議の結果了承された。 
⑴ 全国大会の会計について 
・全国大会助成金につき、通常新年度に入ってからの 11
月下旬の開催となるため、大会実行委員会は当該年度
の予算を執行中である。これにより、従来は前年度の
大会実行委員会からの決算報告を当該年度の学会決算
に含めるという「ねじれ」現象が生じていた。これを
解消するため、年度内に大会実行委員会への支払いを
もって予算執行とし、大会実行委員会からの領収書を
証憑とする。 
・全国大会実行委員会の決算については、大会終了後す
みやかに定められた方法により本部事務局に報告し、
常任理事会および理事会の承認を得る。 
⑵ 年度末会計処理の円滑化について 
・支部・研究部会、大会実行委員会および各委員会の決
算については 9 月 30 日を〆とし、本部に会計報告お
よび返金を行う。特段の事情がある場合は、あらかじ
め会計委員会および事務局にご相談いただく。 
・特段の事情がある場合を除き、これを守らなかった場
合、理事会にてその旨報告すると 
ともに、支部・研究部会については原則として継続申
請を認めない。 
＊主な議論は以下の通り。 
・⑴につき、この方法を採用すると、全国大会の経費を
2 年分計上する必要が生じるため、決算で対応。 
・⑵につき、会計の〆切（9 月 30 日）から年度末（10
月 31 日）の期間については、支部・研究部会の活動
は学会からの助成金を用いることが出来ないので、各
自の資金で活動していただく。 
＊本議事録は理事全員に確認のうえ掲載。 
以 上 
 
第 91回常任理事会の議事録 
 
本部事務局長 
野田 真里（中部大学）  
 
日 時：2009 年 11 月 20 日（土） 16：30-19：30 
場 所：別府亀の井ホテル会議室 
出席者（順不同・敬称略）：西川潤（会長）、下村恭民（副
会長）、高橋基樹（副会長）、野田真里（事務局長）、勝
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俣 誠、山形辰史、磯田厚子、勝間靖、鈴木紀（各常任
理事） 
陪 席：事務局 
議事次第 
報告事項 
１．第 20 回全国大会の進捗状況について 
・高橋大会組織委員長より、立命館アジア太平洋大学に
おいて三好大会実行委員長のもと、順調に準備が整っ
ているとの報告がなされた。 
・今後の課題として、保育サービスの再検討、および地
方開催の大会における手話通訳者の費用負担の扱い
（今回は 2 時間交代で 2 人、時給：7500 円＋交通費・
宿泊費を学会が負担）等があげられた。 
２．第 11 回春季大会の準備状況について 
・高橋大会組織委員長より、6 月 5 日（土）、北海道大学
にて開催し、大会実行委員長を大崎満会員に、事務局
長を山下哲平会員にお願いすることとなったとの報告
があった。 
・また、10 月に会長・副会長および黒川清登会員（JICA
研究所）で北海道大学を訪問、多くの方々が参加して
くださったので、次回春季大会を契機に北海道におけ
る国際開発研究の裾野を拡大していきたい、との報告
がなされた。 
３．第 20 回全国大会における韓国国際開発協力学会
（KAIDEC）との連携の進捗状況について 
・山形国際交流・渉外委員長より、KAIDEC より公募で
選ばれた Lee Heejin 教授（延世大学）および Wang 
Seok Dong 教授（Hanuk University of Foreign 
Studies）を招聘し、「セッション 7（企画）Emerging 
Donors」を開催するとの報告がなされた。 
・なお、Wang 教授はやむをえぬ事情により日程変更と
なり、これに伴う飛行機の変更料 6,000 円は本学会が
負担することで了承した。 
４．20 周年記念英文図書刊行事業について 
西川会長より、「ポリシーインプリケーションがあった
方が良いという意見が審査委員から出ている」等の進捗
状況報告があり、4 部構成でまとめる方向で編集者が相
談することとなった。 
５．学会名簿の進捗状況について 
磯田総務担当常任理事より、第 20 回大会の終了時点
までの会員を掲載し、1 月 15 日発行のニュースレターと
ともに発送するとの報告がなされた。 
６．学協会サポートセンターへの新年度業務委託契約に
ついて  
野田事務局長より、第 89 回・第 90 回常任理事会の議
論にもとづき、契約を締結する旨、報告がなされた。 
７．各委員会及び事務局からの報告等 
大会組織委員長より、来年の第 21 回全国大会は、20
周年記念事業もかねて、早稲田大学のアジア太平洋研究
科にて開催予定で、大会実行委員長を勝間靖会員に、事
務局長を黒田一雄会員にお願いする方向であることが報
告された。会場確保の都合上、12 月開催の可能性もある
点が指摘された。 
協議事項 
Ⅰ. 理事会協議事項・総会承認事項について  
以下の点につき、各委員長、総務担当常任理事および
事務局長より提案があり、審議の結果、了承された。＊
詳細については「第 20 回会員総会の議事録」および「第
50 回理事会の議事録」を参照。 
1. 2009 年度の事業報告について 
2. 2009 年度の会計決算について 
3. 2010 年度の事業計画について 
4. 2009 年度の会計予算について 
5. 定款の訂正について 
6. 常任理事会から理事会への提案・報告の区分につ
いて 
＊主な説明・意見等は次の通り。 
【2009 年度の会計決算について】 
・研究部会・支部は、全体 108 万円の予算のうち 68 万
円ほどしか使っていないので、一律に 12 万円を助成
するのではなく、12 万円を上限に申請に応じて助成す
る形とした。 
・収入も支出も予算に比べて少なかった。会費収入につ
いては本学会の場合、海外在住の会員や経済的に余裕
のない学生会員が多く、徴収に困難がともなっている。
支出については各委員会および事務局において、メリ
ハリの利いた学会運営に努めていただいたおかげと考
えている。 
・決算にあたり、領収書を紛失した研究部会があった。
今回については始末書を提出してもらい、再発防止に
努めるようお願いした。万一、再びこのような問題が
生じた場合は、研究部会の廃止も含めて検討する。 
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【2010 年度の会計予算について】 
・特別活動基金については、その歴史的経緯と趣旨から、
20 周年記念事業に充当するのが適当との判断がすで
に常任理事会にてなされており、より透明性の高い予
算となるのではないか。本件につき、理事会、総会で
も理解を求めていきたい。 
・2009 年度につづき、2010 年度も 20 周年記念事業等に
ともない赤字予算になっている。 
本学会では繰越金が大きいので、会計の健全性をたも
ちつつ、様々な事業等をつうじて会員に還元していく
方向で検討するのがよい。 
Ⅱ．理事会報告事項・総会報告事項について 
・以下の点につき、各委員長および事務局長より提案が
あり、審議の結果、了承された。＊詳細については「第
20 回会員総会の議事録」および「第 50 回理事会の議
事録」を参照。 
1. 会員動向について 
2. 学会賞について 
3. 2010 年度支部・研究部会の申請について 
4. 幹事の委嘱について 
5. 20 周年記念事業について 
Ⅲ．理事会協議事項 
以下の点につき、各委員長および事務局長より提案が
あり、審議の結果、了承された。＊詳細については「第
50 回理事会の議事録」を参照。 
1. 学会賞の活性化について 
2. 定款の改訂に向けて  
3. 入退会について  
＊主な説明・意見等は次の通り。 
【学会賞の活性化について】 
・本年度は受賞者がおらず（過去にも、受賞者なしがし
ばしば見られる）また、応募作品の数が少ない（本年
度 3 件、前年度 5 件で最多で 6 件ほどである。） 
・他薦作品が 非常に少ないため、 推薦委員（理事）を
もうける等の対策が必要である。その際、全理事が一
点ずつ以上推薦すると、30 点にもなるため審査が大変
になるので、推薦の呼びかけ程度にする、あるいは常
任理事以外の理事が推薦したものから、常任理事えら
んで推薦する、といった形はどうか。 
・プレイアップとして、受賞者に大会の際に講演をして
もらう等、達成感を持たせるような工夫が必要。 
・特別賞として、学会賞には値しないが、何か光るもの
がある作品に賞を与えたらどうか。 
・奨励賞の年齢制限につき、実務経験者のレイトスター
ターにも機会を与え、「若手研究者」ということで裾野
を拡大するのがよいのではないか。 
・審査対象の拡充につき、論文以外の研究ノートや報告
等も含めることは柔軟であってよい。学会賞や奨励賞
はきちんとした論文であるべきで、研究ノートや報告
は別の名称の賞とすべきではないか。 
【定款の改訂に向けて】 
・全体として時代の変化や学会の現状に合わせて、目的、
支部の設置（現行では理事会の承認を求めていない）、
事務局長の位置づけ等を明確にする必要があることか
ら、来年度の総会での改訂をめざして理事会に提案し、
時間をかけて議論したい。 
【常任理事会から理事会への提案・報告の区分について】 
・常任理事会で審議し、理事会に諮る事項について、「報
告する事項」と「審議する事項」の基準につき、定款
をもとに明確化し確認したい。 
Ⅳ．理事会報告事項 
・以下の点につき、各委員長および事務局長より提案が
あり、審議の結果、了承された。＊詳細については「第
50 回理事会の議事録」を参照。 
1. 前事務局における入会処理遅滞問題について  
2. 「会務執行要領」について  
3. 旧 NY 支部問題について  
4. 会計システムの改善について 
＊主な説明・意見等は次の通り。 
【前事務局における入会処理延滞問題について】 
・理事会にて前事務局長に経緯等ご説明いただきたい。
現事務局としては、常任理事会で承認のとおり、再発
防止策をすでに講じている。会員にはすでにニュース
レターで経緯を説明しており、またご迷惑をかけた
方々には会長からは謝罪と経緯の説明および再発防止
についてのレターを送付済である。 
【「会務執行要領」について】 
・本学会のこれまでの運営おいては、ややもすると便法
や慣例に頼りすぎていた感がある。これが入会処理延
滞等の問題の一因となったのではないか。学会運営の
透明性の向上と効率化のためには、コンプライアンス
が重要であり、定款にのっとった運用を基本とし、定
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款が現状に即していない部分は改訂する。また、定款
を補うため、総会、理事会、常任理事会での決定事項
をまとめた「会務執行要領」を定める事が重要である。 
・総会、理事会、常任理事会での決定事項についてはす
でにデータベース化してある。 
【旧 NY 支部問題について】 
・旧 NY 支部の問題については、第 48 回理事会での決
定にもとづき、第 51 回理事会にて報告する。 
・2010 年度に新たに NY 支部の設置申請がなされてい
るが、旧 NY 支部は廃止されており、他の支部・研究
部会と同様に審査を行う点を改めて確認する。 
・NY 支部設置申請書類において、会員資格を有するも
のが 14 人しかおらず、規定の 15 名を満たしていな
い。これを踏まえて、設置の是非については理事会に
委ねる。 
Ⅴ．その他、次回日程 
次回日程：1 月 23 日（土） 午後 4 時～、会場はおっ
て調整とする。 
＊ 本議事録は常任理事全員に確認のうえ掲載。 
以 上 
 
訂正のお知らせ 
本部事務局長 野田 真里 
（中部大学） 
第 90 回常任理事会の議事録（前号ニュースレター掲
載）につき、以下のとおり訂正いたします。 
7. 大会参加費にかんする入会申込受理者の特例措置に
ついて 
「大会開場時点で会員資格を有しない者について
は・・聴講料の支払いにより、大会参加を可能とする・・。」 
（訂正）「大会開場時点で会員資格を有しない者について
は・・聴講料（非会員価格の大会参加費）の支払いによ
り、大会参加を可能とする・・。」 
 
「若手研究者の国際交流・人材育成支援」
（JASID-COE）の公募 
 
20 周年記念事業委員会・委員長  下村 恭民 
（法政大学） 
同 JASID-COE 小委員会・委員長 野田 真里 
（中部大学） 
本学会 20 周年記念事業の一環として、「若手研究者の
国際交流・人材育成支援」（JASID-COE）を実施するこ
ととなりました。若手会員に対し、途上国若手研究者パ
ートナーとした国際交流を通じて、トップレベルの研究
支援を行い、将来の本学会および日本の国際開発・協力
のリーダーとなる人材を育てることを目的とするもので
す。つきましては、以下の要領にて公募を行いますので、
ふるってご応募ください。 
1. 対 象 
・応募時点で満 40 歳以下の本学会員とする（大学等の
研究者に限らず実務者も含む）。 
・以下の応募条件を全て満たすことが出来る者とする。 
2.応募条件 
・発展途上国の若手研究者をパートナーとした共同研究
を遂行し、本学会の発展および日本の国際開発研究に
対してインパクトのある成果をあげる強い意欲を有す
ること。 
・第 11 回春季大会（2010 年）のポスターセッションで
の発表を行うこと（審査の一環となりますので、大会
プログラム委員会にて発表が採択されなかった場合は、
その時点で JASID-COE も不採用となります）。 
・第 22 回全国大会（2011 年 11 月）にて発展途上国研
究パートナーの招聘を行い、研究成果を発表すること。 
・大学院生にあっては、指導教員（正会員）の推薦を必
要とする。 
3. スケジュール 
・公募期間：2010 年 1 月 25 日（月）～2 月 26 日（金）
＊必着 
・審査結果：第 21 回全国大会（2010 年 11 月）にて支
援対象者の発表を行います。結果通知は 2010 年 11 月
中旬までに行う予定です。 
4. 選考方法 
・JASID-COE 小委員会のもとに選考委員会を設置し、
応募書類および第 11 回春季大会におけるポスターセ
ッション発表により選考します。 
・場合によっては面接等の追加的選考を行うこともあり
ます。 
5. 応募用紙等詳細について 
学会ホームページよりダウンロードいただくか、以
下までお問い合わせください。 
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6. 問い合わせ・申込先 
20 周年記念事業委員会・JASID-COE 小委員会（国際開発学会本部事務局気付） 
〒487-8501 愛知県春日井市松本町 1200  中部大学国際関係学部 野田真里研究室気付 
Tel：0568-51-8594 Fax:0568-52-1325  E-mail: hq@jasid.org  ＊件名に「JASID-COE 応募」と明記のこと 
 
委員会リストのアップデート 
本部事務局長  
野田 真里（中部大学） 
⑴ 企画運営委員会   
役  職 氏  名 所 属（大学・学部等） 
委員長（会長） 西 川  潤 早稲田大学・名誉教授 
委 員（副会長） 下 村  恭 民 法政大学・人間環境学部 
委 員（副会長） 高 橋  基 樹 神戸大学・大学院国際協力研究科 
委 員（事務局長・理事） 野 田  真 里 中部大学・国際関係学部 
⑵ 国際交流・渉外委員会  
役  職 氏  名 所 属（大学・学部等） 
委員長（常任理事） 山 形  辰 史 日本貿易振興機構・アジア経済研究所 
委 員（理事） 黒 田  一 雄 早稲田大学・大学院アジア太平洋研究科 
幹 事（会員） 山 田  肖 子 名古屋大学・大学院国際開発研究科 
幹 事（会員） 小 林  誉 明 国際協力機構 
⑶ 会計委員会   
役  職 氏  名 所 属（大学・学部等） 
委員長（常任理事） 勝 俣  誠 明治学院大学・国際学部 
幹 事 宮 田 春 夫 新潟大学国際センター 
幹 事 重 田 康 博 宇都宮大学国際学部 
⑷ 大会組織委員会   
役  職 氏  名 所 属（大学・学部等） 
委員長（副会長） 高 橋  基 樹 神戸大学・大学院国際協力研究科 
委 員（会長） 西 川  潤 早稲田大学・名誉教授 
委 員（副会長） 下 村  恭 民 法政大学・人間環境学部 
幹 事（会員） 黒 川  清 登 国際協力機構・JICA 研究所 
*その他の委員・幹事は、大会ごとに理事および開催校の会員等から委嘱 
⑸ 学会誌編集委員会   
役  職 氏  名 所 属（大学・学部等） 
委員長（常任理事） 鈴 木  紀 国立民族学博物館・先端人類科学研究部 
委 員（理事） 野 上 裕 生 日本貿易振興機構・アジア経済研究所 
委 員（理事） 藤 倉  良 法政大学・人間環境学部 
幹 事（会員） 大 岩 隆 明 国際協力機構・JICA 研究所 
幹 事（会員） 金 子  彰 東洋大学・国際地域学部 
幹 事（会員） 澤 村 信 英 広島大学・教育開発国際協力研究センター 
幹 事（会員） 辰 己 佳 寿 子 山口大学エクステンションセンター 
幹 事（会員） 藤 田 幸 一 京都大学・東南アジア研究所 
幹 事（会員） 松 尾  弘 慶応義塾大学・法科大学院 
幹 事（会員） 和 田 義 郎 政策研究大学院大学 
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⑹ 広報委員会   
役  職 氏  名 所 属（大学・学部等） 
委員長（常任理事） 勝 間  靖 早稲田大学・大学院アジア太平洋研究科 
幹事（会員） 島 崎  裕 子 早稲田大学・アジア太平洋研究センター 
⑺ 選挙管理委員会   
役  職 氏  名 所 属（大学・学部等） 
委員長（常任理事） 磯 田  厚 子 女子栄養大学/日本国際ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 
＊その他の委員・幹事は未定  
⑻ 賞選考委員会   
役  職 氏  名 所 属（大学・学部等） 
委員長（副会長） 下 村  恭 民 法政大学・人間環境学部 
委 員（理事） 佐 藤  仁 東京大学・大学院新領域創成科学研究科 
幹 事（会員） 高 阪  章 大阪大学・大学院国際公共政策研究科 
幹 事（会員） 藤 掛  洋 子 東京家政学院大学 
幹 事（会員） 三 重 野  文 晴 神戸大学・大学院国際協力研究科 
⑼ 20 周年記念事業特別委員会 ＊企画運営委員会の下に設置。 
役  職 氏  名 所 属（大学・学部等） 
委員長（副会長） 下 村  恭 民 法政大学・人間環境学部 
委 員（会長） 西 川  潤 早稲田大学・名誉教授 
委 員（副会長） 高 橋  基 樹 神戸大学・大学院国際協力研究科 
委 員（常任理事） 勝 俣  誠 明治学院大学・国際学部 
委 員（事務局長・理事） 野 田  真 里 中部大学・国際関係学部 
委 員（理事） 林  薫 文教大学・国際学部 
幹 事（会員） 平 山  恵 明治学院大学・国際学部 
幹 事（会員） 木 全  洋 一 郎 国際協力機構 
幹 事（会員） 林  加 奈 子   桜美林大学・国際協力センター 
幹 事（学生会員） 稲 葉 久 之 南山大学大学院人間文化研究科 
幹 事（学生会員） 大 垣  俊 朗 東京大学大学院 工学系研究科 
 
会員名簿発行のお知らせ 
 
           総務担当理事   
磯田 厚子 （女子栄養大学） 
 
ご協力いただいた『会員名簿 2009』を、本ニューズレ
ターと共にお届けいたします。 
個人情報が掲載されていますので、学科会員内部での
閲覧、使用に限定するよう、強くお願い申し上げます。
過去に自宅や職場に学会と無関係の業者からセールス電
話が掛かった例があります。廃棄の際はシュレッダーに
かけて下さい。 
掲載内容は、表紙裏にあるとおり、本部にお届け頂い
ている情報と確認葉書やメールでの訂正・掲載許可に基
づくものです。 
作成過程で、会員情報の変更届がされていないものが
かなりあることに気づきました。今後変更がある際には、
速やかに学会本部にお届けくださいますよう、お願い申
し上げます。 
校正には注意した積りですが、万が一記載に誤りがあ
りました場合にはご容赦下さい。またご一報頂ければと
存じます。ご協力有難うございました。 
 
広報委員会より 
   
          広報委員長 勝間 靖（早稲田大学） 
 
 2010 年の最初のニューズレターを発行でき、ホッとし
ているところです。皆さまから寄せられる充実した原稿
を編集しながら、できるだけ多くの情報を紙面に取り入
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れるよう努力を重ねています。その結果、今回はなんと
40 ページを超える「大作」となりました。これを 1500
人以上の会員の皆様に届けるのはなかなか大変です。と
くに海外に在住されている方は、住所が変わっているこ
とも多く、数か月後に送り返されてくることもあります。
連絡先のアップデートは事務局までお願いします。 
 また、印刷、封筒への納入、宅配などかなりの費用が
かかっています。また、「大作」も、環境への配慮からみ
ると、あまり褒められたものではないかもしれません。 
 多くの学会ニューズレターが電子媒体へと移行してい
るなか、国際開発学会においても紙媒体から電子媒体へ
の切り替えを考えるときかもしれないと、考えています。 
 
入退会会員のお知らせと 
会員数動向 
 
本部事務局長  
野田 真里（中部大学） 
入会（順不同・敬称略） 
（正会員－29 名） 
井筒 節（United Nations Population Fund）、伊東亜
紀子（United Nations DESA）、中澤香世（JICA 研究
所）、川崎典子（JICA 九州）、川副延生（名古屋商科
大学）、島野敏行（国際協力機構）、Naomi Stenning
（立命館アジア太平洋大学大学院）、石丸久乃（NPO
法人ハットウ・オンパク）、加瀬晴子（国際協力機構（広
尾センター））、メテリョーワナターリア（名古屋大学
（小松製作所））、横田一郎、矢部義夫（八千代エンジ
ニヤリング（株））、波多江秀枝（国際環境 NGO FoE 
Japan）、島村靖治（立命館大学 経済学部）、濱田太
郎（近畿大学経済学部）、宮崎 真（北海道大学）、岩
下明裕（北大スラブ研究センター）、田中教幸（北大サ
ステナビリティ学教育研究センター）、鍋島孝子（北大
大学院メディア・コミュニケーション研究院）、森川 純
（酪農学園大学）、高橋 一（酪農学園大学短大部）、
高橋英紀（NPO 法人北海道水文気候研究所）、大崎 満
（北海道大学）、本庄由紀（ナイロビ大学）、柴田梨恵
子（ケニア農業省）、今田長英（福岡大学）、牧野耕司
（国際協力機構（JICA））、高篠仁奈（北海道大学）、
高野久紀（アジア経済研究所） 
（学生会員－10 名） 
瀧屋直樹（東京工業大学）、増田めぐみ（東京大学大学院）、
岡部有美子（立命館アジア太平洋大学大学院）、菅谷はる
ひ（横浜国立大学大学院）、鍛冶屋詠子（法政大学大学院）、
倉田明香（東洋大学大学院）、平野夢香（名古屋大学大学
院）、宍戸竜司（神戸大学大学院）、神野志帆（お茶の水
女子大学大学院）、倉持香苗（日本福祉大学大学院） 
以上、39 名（正会員 29 名、学生会員 10 名）、の入会
が第 50 回理事会にて承認されました。 
退会（順不同・敬称略） 
森聡美、本田達也、黒田知幸、金城光男、小川裕子、佐々
木佑、田部未希、田畑佳則、永石安明 
以上、9 名（正会員 5 名、学生会員 4 名）の退会が、
第 50 回理事会にて報告・了承されました。 
会員数動向 
本年度会員総会時の会員数は 1773 名となっており、
昨年度会員総会時の 1677 名から 96 名増加しました。 
会員数動向 
  正会員 学生会員 会員総数
入会 37 56  
退会  21  
第48回理事会承認
2009年6月6日 
合計  72 1719 
入会 16 19  
退会  11  
第49回理事会承認
2009年9月29日 
合計  24 1743 
入会 28 11  
退会  9  
第50回理事会承認
(第20回会員総会時)
2009年11月21日 合計  30 1773 
*ご参考：2008年11月22日（第19回会員総会時） 
1677名 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
印刷：(有)謄光社 
国際開発学会ニューズレター（第 21 巻、第 1 号、通巻第 75 号)
発行日：2010 年 1 月 15 日
国際開発学会 
Japan Society for International Development (JASID) 
http://www.jasid.org 
（会長：西川 潤） 
本部事務局 
〒487-8501 愛知県春日井市松本町 1200 
 中部大学国際関係学部 野田真里研究室気付 
 国際開発学会事務局（事務局長：野田 真里） 
 E-mail: hq@jasid.org 
広報委員会 
〒169-0051 東京都新宿区西早稲田 1－21－1 早大西早稲田ビル
 早稲田大学アジア太平洋研究センター気付  
 国際開発学会広報委員会（委員長：勝間 靖） 
 E-mail: news@jasid.org 
